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地域と企業が一体となった取組で地域活性化を！　�
～「企業立地に頑張る市町村事例集」刊行に当たって～�

　地域の活性化は、我が国全体を元気にする源です。�

　そして、企業の立地は、新たな雇用と所得の創出を通じて、地域活性化の礎となるものです。�

　こうした考えの下、経済産業省では、昨年、地域が主体的にその強みを活かしながら、企業立

地に向けた取組を積極的に進められるよう、「企業立地促進法」を策定しました。�

�

　同法の施行からこの3月末までの約9ヶ月の間に、「企業立地マニフェスト」とも言うべき「基

本計画」が、全国で108計画策定されています。�

　私は、これらの基本計画に対する国の同意書の全てを自治体トップの方々に直接お渡しして

きましたが、強いリーダーシップで立地に取り組んでおられる皆様は、目の輝きが違い、そのお言

葉にも大変力強いものがありました。�

　そして、基本計画を策定した自治体では、行政手続きのワンストップサービス化の推進を始め

として、様々な取組が着実に進められており、新たな企業立地を実現した例も出てきています。�

�

　こうした動きが全国の多くの地域にさらに拡がっていくよう、今般、企業立地の推進に向けた

“手引き書”として、「企業立地に頑張る市町村事例集」を取りまとめることといたしました。�

　この事例集には、企業立地に優れた結果を残してきた自治体の成功のエッセンスが豊富に

盛り込まれています。�

　全国の自治体の皆様が、この事例集を参考にして、創意工夫をこらした積極的な企業立地

活動を進められ、各地域の経済が大いに活性化することを願ってやみません。�

　また、掲載させていただいた市町村の皆様には、我が国の企業立地の範として、今後とも一

層力強い取組を進めていただくことを期待しています。�

平成20年3月�

経済産業大臣�

いしずえ�
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北海道白老町�

出張時には必ず企業を訪問、職員も含めた訪問件数は年間約150件�
熱血トップセールスが企業誘致の原動力に�
�

　http: / /www.town.shiraoi .hokkaido. jp /

　町職員時代に企業誘致担当業務に就いた経験があるため、そのときのノウハウが身にしみており、

今でも実践しています。誘致された側から見ればいつまで経っても誘致されたという意識は抜けきれない

ものです。まずは営業マンとしてのセンスが重要と考え、進出してくれた企業を大切にすることで「企業

が企業を連れてくる」という言葉を肝に銘じて行動しています。また、企業へは頻繁に訪問し、第三者の

目で企業の経営判断を左右できるくらいに内情を把握します。販路開拓の手助けなど営業面でのフォロー

も欠かせません。団地販売については逆ザヤで売っているのが実情であり、利益は出ていませんが、将

来的には立地企業が払ってくれる税収で十分に取り返せると考え、企業誘致に邁進しています。�

白老町長 飴谷長藏氏�

首長�
のコメント�

　白老町では企業立地の案件が発生するつど副町長を本部長に関係課長が集まる「企業誘致推進本部会

議」を開催、全庁をあげて企業のニーズに迅速に対応している。例えば、平成19年に立地を決めた（株）エポ

ック・サービス社の場合は、危険物の取扱及び消防法の許可条件をクリアするために必要となる設備投資コ

ストの負担軽減が重要な課題だった。白老町では同社と共同作業を行って打開策を検討、消防署との打合

せにも同行した。こうした努力で課題を全面クリア、同社の負担の最小化を実現した。

　企業誘致は消防にまで及ぶもろもろの課が関係しているが、企業側はスピードを重視しており、連携して行

政が一斉に取り掛かることで町の姿勢を示している。住宅関連やソーラーシステム導入など申請可能なあら

ゆる補助申請を応援している。

全庁一丸体制で企業ニーズに対応�

町営の窓口を新設して人材を無料で紹介、巡回と交流会でも�
ネットワークづくりに挑む�

NETWORK

取
組
の
内
容�

誠意と熱意が企業を感動させたトップセールス�取
組
の
内
容�

　白老町からクルマで40分、東に隣接する苫小牧東部工業地帯は自動車関

連産業の集積が進みかつ同町より立地条件に優れている。この不利を打破

するため、白老町では企業誘致を産業政策の最重要課題として位置付け、飴

谷長藏町長自ら積極的なトップセールスを行ってきた。札幌・東京・名古屋な

ど道内外を問わず出張の際には必ず企業訪問の予定を組み、事前に誘致担

当者からレクチャーを受け、誘致活動の進捗状況を確認してから訪問している。

平成18年度に飴谷町長をはじめとする町職員が訪問した企業数は68社・訪

問件数は149件、平成19年度も10月までの半年間で48社･108件にも及ぶ。

　社数より件数が多いのは、ここぞと狙いをつけた企業には諦めずに何度も

足を運ぶためだ。例えば、昨年誘致が決定したタップ・ダイスの専門メーカーである（株）田野井製作所につ

いては、平成18年10月に初めて飴谷町長が白老町の工業団地の優位性を説明、さらに平成19年４月、５月、

７月、８月と４回も訪問している。飴谷町長から直接、白老町の状況説明を受けた同社・田野井社長は町長の

人柄と町の姿勢に感動したという。町長の誠意と熱意にあふれる姿勢が「立地後もキチンとアフターフォロー

してくる町だ」との信頼感につながり、立地が決定したのである。まだ立地は難しいとも言われていた中でも、

優秀な技術人材の確保のためには先行して進めておく必要があることをアピールするなどして、結局は協定

調印にこぎつけた。時期的に人集めはかなり難しいとも思われたが、何とか予定人数を確保し、現在これらの

採用者は宮城・埼玉の既存工場へ研修に赴き、新工場の立ち上げと同時に帰郷する予定である。

　もちろん飴谷町長の姿勢と熱意は、白老町の職員にもしっかり受け継がれている。「立地前の現地視察

が土日だったにも関わらず笑顔で対応してくれた。説明や案内にも熱意が感じられ、町長の積極的な取組が

町役場全体に浸透していると感じた」と、立地企業から寄せられるコメントには事欠かない。

●北海道白老町�
　北海道の南西部に位置し、西
は登別市、東は苫小牧市に隣接
している。製造品出荷額は約623
億円（平成18年）で、道内町村で
は第一位。新千歳空港から１時
間以内、白老港を抱え、陸・海・空
のアクセスは良好。温暖な海洋
性気候で平均気温は7.4度、夏は
涼しく冬は雪が少ないため、冷房・
除雪の費用負担が軽い。人口約
２万人、面積は427.75km2で、うち
82％が森林。�

北
海
道
白
老
町�

LEADERSHIP

TEAM

PERSON

NETWORK

LEADERSHIP

TEAM

PERSON

ひざ詰めの説得で流出企業をストップ�

　企業立地の成功は、新規立地企業の確保だけにあるのではない。市町

村内の有力企業の流出を食い止めることも、地域の活性化につながる。

白老牛をブランド化した阿部牛肉加工（株）は、平成17年に同町高砂町

から石山工業団地へと移転、白老町ではさらなる発展を期待していた。と

ころが、同社は製造ラインの拡大、食品の安全・衛生チェック強化を狙い

新工場の建設を計画、条件の良い道内の他の町に立地することがほぼ

決定していた。この情報をキャッチした飴谷町長は同社・阿部社長をひざ

詰めで説得し、町としての全面協力体制（固定資産税の助成期間延長と

未造成地の下水道受益者負担助成）を敷くことを約束した。飴谷町長の

誠意にうたれた同社は移転計画を撤回、石山工業団地に新工場を建設

した。流出の阻止が白老町での雇用の大幅増と白老牛ブランドの拡大につながったのである。その後も販路

拡大支援としてスーパーの物産市等では町職員が現地へ赴いて支援することもある。

LEADERSHIP

白老町�

札幌市�

小樽市�

室蘭市�

苫小牧市�

千歳市�
�

登別市�

恵庭市�

伊達市�

伊達市�

白老町�
虻田郡�

虻田郡�

余市郡�

　白老町では平成16年７月、町内に「しらおいワークステーション」を新設し、誘致企業に対して無料で人材

紹介を行っている。また、企業の学校訪問にも同行するほか、学校の就職活動状況を把握し、立地企業に情

報を提供している。

　白老町では誘致企業を対象に月一回程度巡回訪問しているほか、町施設を建設した建築業者や商社、地

元金融機関との人脈を活かしてネットワークを拡大。情報収集や企業とのパイプづくりに役立てている。また、

既存立地企業で「白老町立地企業連絡協議会」を設置、立地企業同士及び町と立地企業との信頼関係を

深めている。協議会は町職員時代の飴谷町長の発案で作られたもので、協議会メンバーには、草刈などのボ

ランティア活動も含んだ地域の街づくり活動へ参加してもらっている。

壮瞥町�

企
業
立
地
に
頑
張
る
市
町
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北海道白老町�

（株）エポック・サービス�
代表取締役 石崎 正敏氏�

企業�
のコメント�

大島工業（有）�
 代表取締役社長 大島 明氏�

企業�
のコメント�

（株）ノーステック�
常務取締役 五十嵐 久勝氏�

企業�
のコメント�

立地企業の実績�

（株）東日本ウッドワークス北海道�

 阿部牛肉加工（株）�

 エスワイプロモーション（株）�

（株）エポック・サービス �

（株）田野井製作所�

住宅用部材加工�

食肉加工販売�

食用油貯蔵庫/給油施設 �

バイオディーゼル燃料製造�

タップ製造�

会　社　名� 事業内容� 立地年� 立地面積� 従業員数�

平成  8年�

平成16年�

平成20年�

平成20年�

平成24年予定�

2.7ha�

3.2ha�

0.8ha�

0.4ha�

0.7ha

28名�

87名�

�

�

   －�

5名�
（当初）�

5名�
（当初）�

産業DATA

　企業支援体制の強化のため行政窓口の一本化を進め、企業のスピードに対応するよう専門知識をもった職員
を配置して立地企業の要望等に迅速･的確に対応する体制づくりを進めてきた。具体的には、以下のとおり。�
　産業経済課内に主幹・主査・主任の三名体制の企業誘致グループを設置�
　企業立地案件発生の都度、企業誘致推進本部会議（本部長は副町長で関係課長が参画）を開催し、全庁
挙げて対象企業のニーズ等に対応。�

企業立地推進体制�

産業団地�
石山工業団地�

石山特別工業地区�

白老港（臨海部）�

（団地名）�

35.9ha�

5.9ha�

9.5ha

（規模）�

19社（分譲中）�

15社（分譲中）�

  2社（分譲中）�

（分譲実績）�

　飴谷町長をはじめ役場のみなさんの熱意にうたれました。企業立
地に関する情報が関係部署でキチンと共有されており、誰に問い
合わせしても二度手間三度手間になった経験はゼロ。まさにクイック・
レスポンスそのものでした。農水省のバイオマス構想の助成金制
度申請に当たっては申請書の作成に助力してもらえましたし、立地
予定現地の調査にも必ず立ち会ってくれました。白老町を候補先
として選定した昨年５月以降、毎週のように打ち合わせをしましたが、
常に積極的に誠意を持って対応していただけました。また地元から

の社員の採用時も面接会場の手配から当日の段取りまで積極的に手伝っていただけたのは、とても心
強かったですね。白老町がいまの体制・姿勢を維持すれば、立地企業は必ず増えると思います。�

　当たり前のことですが企業にとって人材の確保は重要な課題です。
当社は白老町に進出を決定した際、新たな社員を採用しなければな
りませんでした。そのとき、白老町が全面的にバックアップしてくれま
した。学校の就職状況などさまざまな情報を提供してもらえましたし、
立地後も「しらおいワークステーション」に大いに助けられました。ビ
ジネスの面でもフォローアップ体制は万全で、「白老町立地企業連
絡協議会」を通じて企業間の交流、社員同士の交流が実現されて
いますし、町と企業との意見交換の場にもなっています。とにかく対
応は機敏、どんな要望や相談にものってくれるのは心強いですね。ま

た、白老町は「北海道自動車間産業集積促進協議会」に参画しているので、企業情報の提供や他企
業の紹介が受けられることもプラスになっています。�

　夏は涼しく冬は雪が少ないこと、千歳空港にも近く、港も白老港

のほか室蘭や苫小牧もあることなど、白老町は候補地として好条件

が揃っていました。町長をはじめ役場担当者の熱意と誠意が決め

手となり、平成１３年９月に進出しました。立地時の手続きもスピーディ

でしたし、問い合わせや相談をすると資料等を素早く提供してもらえ

たので社内での検討もスムーズに進みました。町長や担当者が常

に弊社のＰＲまでしてくれているのは、嬉しい驚きです。今回、新規に

お取引ができた企業も、町からのご紹介。弊社の久保社長は主に

横浜で営業活動に動いていますが、白老に来る時は必ず町長と会い、意見交換をしています。�

NETWORK

LEADERSHIP

TEAM

PERSON

北
海
道
白
老
町�

【製造品出荷額（百万円）の推移】�
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【立地件数（件）の推移】� 【白老港商工区取扱貨物輸入量（トン）】�
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【従業者数（人）の推移】�
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工業統計等関連データ�
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福島県相馬市�

（株）IHI�
総務部課長 金子 敏之氏�

企業�
のコメント�

（株）ADEKA�
工場長 竹内 淳哉氏�

企業�
のコメント�

（株）東北三之橋�
総務課長 宍戸 政秀氏�

企業�
のコメント�

立地企業の実績�

オリエンタルモーター（株）�

（株）IHI �

（株）東北三之橋�

エム・セテック（株）�

ハクゾウメディカルテクノス（株）�

精密小型モーター製造�

ジェットエンジンタービン製造�

自動車部品製造�

太陽光発電シリコンウエハー製造�

医療用品製造�

会　社　名� 事業内容� 立地年� 立地面積� 従業員数�

平成  5年�

平成  6年�

平成15年�

平成17年�

平成18年�

9.7ha�

37.4ha�

3.9ha�

51.5ha�

1.9ha

160名�

1192名�

47名�

127名�

20名�

�

�

産業DATA

　従来、「企業誘致」については企画部門で所掌していたが、産業部商工振興課に移管し、「企業誘致」と
密接な商工業・労働等の関連施策と一体的に執行している。企業誘致を担当する産業部商工振興課は、
課長以下6名体制であり、主に地域振興係2名を中心に、課員全員がワンストップサービスの対応ができるよ
う情報共有化に努めている。�
　市政の最重要事項である企業誘致を推進するため、市長をリーダーとする「相馬市企業立地推進プロジ
ェクトチーム」を設置している。また、幹部で構成される庁議（定例：1回／月、臨時）においては、立地情報の
共有がなされるほか、常にワンストップサービスを心がけるなど市長の指示が徹底されている。�
�

企業立地推進体制�

産業団地�
相馬中核工業団地（東地区）�

相馬中核工業団地（西地区）�

（団地名）�

284.7ha�

68.4ha

（規模）�

13社（分譲中）�

 4社（分譲中）�

（分譲実績）�

　東京から300km圏内で、常磐自動車道の開通が予定さ
れていることが立地の決め手となりました。福島県の太平
洋側には進出企業が少なく、優秀な労働力が確保できるこ
と、地元を離れずに働きたいという勤勉な人が多いことも魅
力でした。もちろん歴代市長の熱心なお誘いと市の担当
職員のきめ細かなフォローも立地決定の後押しになりまし
たね。事実、工場建設時の諸手続きにも市から親身なアド

バイスがありましたし、増設の際も市の紹介で希望の用地を取得できました。市とは常に電話で話
ができる関係にありますし、各部署の横の連絡が良いため、問い合わせもスムーズに進みます。総
務の立場でいえば、社員のための生活情報の提供や種々雑多な相談に乗ってもらえることも、大
いに助かっています。�

　相馬市での立地を考えたキッカケは市からの熱心なお誘いでした。結
果として、希望どおりのまとまった用地面積を確保できましたし、取得価格
も、堅牢な地盤や豊富な工業用水にも満足しています。気候も想像して
いた以上に温暖で、住みやすいと社員にも好評です。立地時の許認可手
続きでは当社の書類提出が遅れてしまいましたが、市の担当者が県に同
行してくれ、迅速に処理してもらえました。市の窓口が一本化されている
のも、企業にとってメリットが大きいですね。立地時だけでなく、その後のフォ
ローも万全。交通や宿泊、道案内など細かなところまで親身に面倒をみて
いただき、市役所が身近に感じられました。市民まつりなどにも参加してい
ますが、市民の方との交流も自然で良好、市と市民が総ぐるみで企業を歓
迎してくれていると実感しています。�

　開通間近の常磐自動車道をはじめ相馬港にも近く、インフラ
が整備されていることが魅力でした。用地に関する情報を提供
してくれたのも市ですし、必要な各種手続きが一度で完了できた
のも市の担当者のおかげです。県と市の連携がスムーズなことも、
立地企業としては心強く感じられました。「メッキ工程の内製化
を可能にする」ために必要な希望どおりの広さの用地を、市の

紹介・斡旋により安値で確保できたことにも満足しています。メッキ工程の新設に伴う県への申請の際
も、市に応援してもらいました。また、人材確保面でも市の協力で地元の高校への企業説明会に参加
させてもらい、地元の高校から毎年応募者を得ています。シルバー人材も同様、市の声掛けでいい人を
紹介してもらうことができました。全体的に感謝し今後もさらに増設し前進する所存です。�
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工業統計等関連データ�
【製造品出荷額（百万円）の推移】�
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【立地件数（件）の推移】� 【相馬中核工業団地内従業者数（人）推移】�
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【従業者数（人）の推移】�
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つくば市�

栃木県�

福島県�

千葉県�

埼玉県�

茨城県茨城県�茨城県�

茨城県つくば市�

顔の見えるフォローアップで立地企業との信頼関係を構築、�
企業、研究機関と一体となり「科学の街」から「新産業創造都市」へ�
�
�
　http: / /www.tsukubaci ty . jp /

　都心と直結するつくばエクスプレス、成田空港と直結する首都圏中央連絡道と交通インフラが着 と々
整備され、つくばの立地環境は飛躍的に向上しています。昨年11月、市制20周年を迎え、つくば市は新
たな街づくりのステージに入りました。沿線開発が進み、新たなまちが形成されつつあり、まち全体が日々
躍動しているのが感じられます。つくばの最大の魅力は知的環境、都市環境、自然環境、教育環境等の
バランスがとれた住環境ですが、今後も一層の充実を図り、企業や従業員の皆様にとって魅力ある街づ
くりを力強く進めていきます。�
　企業の皆様には、つくばのポテンシャルを最大限活かし、つくばの地でそれぞれの事業を発展させてい
ただきたいと考えています。つくば市では、副市長や職員が日々立地企業の皆様のご用聞きをさせてい
ただき、きめ細かくご要望に対応することで、よりよい操業環境の実現に努めていきます。�

つくば市長 市原 健一氏�

首長�
のコメント�

ベンチャー・中小向けのハイテクパーク計画を推進�

取
組
の
内
容�

研究学園都市の強みを活かし、産学連携を掲げ、�
研究施設や製造業の立地を推進�

取
組
の
内
容�

●茨城県つくば市�
　茨城県の南西部に位置し、東京から
約50km。つくばエクスプレスと首都圏
中央連絡自動車道の開通によりアク
セスは一段と向上した。筑波山に代表
される豊かな自然と日本有数の研究学
園都市という都市機能が一体となった
田園都市である。研究機能が中心の
ため、製造品出荷額自体はそれほど大
きくなく、2,995億円（平成18年）である。
人口約 2 0 万 人、面積は2 8 4 . 7 �
km2で県内4位。�

企業立地担当者と立地企業ＯＢの産業コーディネイターが、�
顔の見えるフォローアップを推進�

　立地担当者は立地企業との信頼関係を構築し、一元的な窓口として立地企業のフォローアップを行うこと

で、企業と互いに顔の見える関係を構築している。立地担当者は今年で産業振興課在籍5年目、企業からは

いろいろなことが相談でき、市へのアプローチがしやすいと大変喜ばれている。長年にわたる企業とのやりと

りの中で信頼関係を築いているため、単なる各課へのつなぎ役ではなく道路、水道、消防等のあらゆることに

ついて、実質的な一元化窓口となっている。すぐに解決できない要望であっても、企業からの要望事項につ

いては進捗状況も含め、同担当者が毎年、責任ある説明を行うことで企業に安心感を与えている。

　工業団地内の道路や看板の修繕等、市ですぐに対応できる案件については即時に対応、団地行きバス路

線の追加や光ファイバー接続エリアの拡大、パスポートセンター開設に関すること等、市だけでは対応できな

いものについては進捗状況を説明しながら着実に実現させていくことで、企業との信頼関係を築いている。

　つくば市では工業団地立地企業等のOBを産業コーディネイターとして雇用し、職員とともに企業訪問を

行うことで、細かいニーズのキャッチにも務めている。産業コーディネイターは、一方では企業の代弁者となり

企業の要望を市へ的確に伝える役割も果たしている。企業が市に言いにくい要望でも産業コーディネイター

が代弁することで、市と企業との信頼関係を構築し、互いに納得できる解決策を見出している。また、産業コ

ーディネイターは、産総研や筑波大学等の研究機関と工業団地立地企業、中小企業と工業団地立地企業と

の橋渡し役として、技術のマッチング等の産産学連携にも関わり、市の担当者が持っていない専門知識を活

かし、研究機関の技術シーズを企業に紹介する等の活動にも取り組んでいる。個別の相談に加え、研究機

関と企業との技術マッチング会も、最初は産総研との開催だけであったものが、今では筑波大学、宇宙航空

研究開発機構、農業・食品産業技術総合研究機構、物質・材料研究機構等の多くの研究機関と年に数回

開催するまでに至っている。

　アステラス製薬誘致のケースでも、こうした日頃からの継続的な活動を積み重ねることで、市長と同社社

長とのトップ会談を実現させ、アステラス製薬の創薬部門の全機能と約1000名規模のつくば市への集約を

決定づけたのである。

　つくば市では近年創出された研究開発型を含むベンチャー企業は170社を超えた。それらの中には既にインキ

ュベーション施設を卒業し、第2成長ステージに入っている企業も多く、とくにロボット、IT、バイオ関連のベンチャ

ーの中には、将来の成長が非常に有望な企業が多い。つくば市ではそれらの企業の用地需要に応え、市内での

さらなる成長を支えるため、ハイテクパーク（ベンチャー・中小企業向け工業団地）を整備すべく検討を重ねてい

る。平成19年度にはつくば市産業振興マスタープランにおいて「ハイテクパークの整備」を明確化し、全庁的な

検討会を開催。平成20年度は産業集積整備構想を策定する。また企業にとってマーケットに近くかつ人材確保

に有利なつくばエクスプレス沿線エリアに的を絞り、用地交渉を本格化させつつある。昨年、この構想が新聞報

道された際には、近隣の中堅企業等数社から早くも問い合わせがあり、中には今すぐにも進出したいという企業

もあった。

　このハイテクパークは、日本有数の研究学園都市としての研究集積を活かした内発型かつ外発型の産業集

積を目指す試みであり、つくば市への企業誘致を加速させる原動力であると同時に、つくば市が「科学の街」か

ら「新産業創造都市」へと変貌を遂げる起爆剤ともなり得るものと期待されている。

　つくば市は、筑波大学や（独）産業技術総合研究所をはじめさまざまな研究教育機関が集積する研究学園
都市として全国的な知名度をもつ。研究学園地区は約27km2と同市の一割弱を占めており、全国の1/3に
もあたる国の研究機関をはじめ、官民あわせて約300の研究施設と約1万2000人を超える研究者が集積し
ている（平成19年度実績）。つくばエクスプレスの開業で、東京・秋葉原までの所要時間は45分。また数年後
に全面開通となる圏央道により、成田空港まで車で30分でのアクセスが可能となる。
　つくば市ではこれらの強みを活かし、主に研究機関との連携を模索する企業にターゲットを絞り、特徴ある
誘致活動を積極的に推進している。例えば、平成19年には筑波大学等と連携し、企業の技術者、大学研究
者等を対象とした日本で初めての屋外での自立型ロボット競技を開催し、ロボット関連企業やロボット技術者
等の注目を集めた。このほか、企業を対象に研究機関や研究開発型ベンチャー企業等との連携を促進し、
企業誘致につなげるべく産産学交流ツアーや東京での産産学連携促進イベントも毎年開催している。
　平成17年に秋葉原に開設した「つくば市東京事務所」には、企業関係者や研究者等が自由に打ち合わせ
等ができる研究・企業交流サロンを併設している。企業関係者等への便宜を図ると同時に産学連携を旗印
につくばへ企業の目を向けてもらうための新たな試みである。
　こうしたことにより、リソグラフで知られる理想科学工業（株）がつくばエクスプレス沿線に産総研等との連
携を視野に入れた研究開発拠点開設のための用地を取得するなど新たな集積も始まっている。
　市内の立地企業へのアフターフォローアップ活動としては、副市長を中心に職員が継続的に企業訪問を
行い、各種要望・相談に応じるなど、きめ細かいサービスを提供している。また、立地企業の社員の生活環境
の充実を第一に考え、子育て環境や教育環境の向上にも積極的に取り組み、都市と自然の調和した生活ス
タイル「つくばスタイル」を提案し、「街のブランド力」を高めるなど、立地場所としての魅力の向上に努めて
いる。
　さらに、多くの企業が注目している環境対策に対しても、つくば市の取組の先進性をPRするため、安倍前
首相が宣言した「排出二酸化炭素の半減」達成目標の2050年を20年前倒しし、大学や研究機関と協力し
ながら、環境技術開発等で世界をリードする「つくばエコシティー構想」が動き出している。キックオフイベント
となった「3Eフォーラム」（エネルギー・エコロジー・エコノミー）にはつくば市や筑波大学、産総研、国立環境
研究所等が集まり、連携を確認した。この取組はつくば市の魅力をさらにアップさせ企業立地環境を向上さ
せる効果が期待できるものといえる。
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茨城県つくば市�

田中貴金属工業（株）�
筑波事務所／筑波テクニカルセンター�
業務セクション チーフマネージャー�

森住 健司氏�

企業�
のコメント�

オリエンタルモーター（株）�
執行役員 土浦オフィス　�

所長 戸張 勉氏�

企業�
のコメント�

アステラス製薬（株）�
御幸が丘研究センター�

アステラスビジネスサービス（株）�
筑波事務所 御幸が丘総務室�

村松 敏幸氏�

企業�
のコメント�

立地企業の実績�

伊藤ハム（株）�

（株）プロピア�

アステラス製薬（株）�

田中貴金属工業（株）�

オリエンタルモーター（株）�

日本ジェネリック（株）�

理想科学工業（株）�

食料品製造業�

ヘアーコンタクト製造�

製薬業�

貴金属製造�

モーションシステム商品の製造販売�

ジェネリック医薬品研究、製造�

事務用機器開発�

会　社　名� 事業内容� 立地年� 立地面積� 従業員数�

平成16年土地取得�

平成17年�

平成17年増設�

平成18年�

平成18年土地取得�

平成19年�

平成19年土地取得�

9.3ha�

3.5ha�

19ha�

5ha�

2.6ha�

7.5ha�

1.8ha

－　�

100名�

1,000名�

100名�

－　�

100名�

－　�

産業DATA

　つくばエクスプレスの開通や首都圏中央連絡自動車道の開通による効果を最大限活用し、地域の活性化及び企業
立地を推進するための情報収集や最前線営業拠点として、「つくば市東京事務所」を平成17年に秋葉原へ設置。東京
事務所は、市長直轄の市長公室に属し、市長にすぐに情報が入りやすく、また他の関係課とも調整しやすい環境が整っ
ている。東京事務所では、企業立地を担当する経済部産業振興課とも毎週連絡会議を開き、情報を共有。立地案件が
あった際には、東京事務所と産業振興課の担当が企業訪問する体制が整っている。産業振興課内には企業立地担当3
名が配置され、東京事務所（3名）とともに企業立地活動に取り組んでいる。�

企業立地推進体制�

産業団地�

つくばテクノパーク大穂�

上大島工業団地 .�

筑波北部工業団地�

つくばテクノパーク豊里�

東光台研究団地 �

筑波西部工業団地�

つくばテクノパーク桜�

（団地名）�

33.4ha�

56.6ha�

111.7ha�

56.5ha�

39.0ha�

74.9ha�

25.4ha

（規模）�

10社（分譲済み）�

22社（分譲済み）�

17社（分譲中）�

26社（分譲済み）�

27社（分譲済み）�

15社（分譲済み）�

  8社（分譲中）�

（分譲実績）�

　既存の技術センターが手狭になり新たな研究開発拠点が必要だった

ことと、プラチナ合金ターゲット量産工場の早期立ち上げをめざしていた

こと。この二つの理由で関東圏に手頃な価格の土地・建物を探していま

した。この条件に合致したのがつくば市でした。立地する際、建物や設備

の整備に加えて各種手続きや届け出が不可欠ですが、つくば市では担

当者が県・市・当社が一同に会する事前の合同説明会を実施。工場立

地法や公害防止協定、工業用水などの手続き等の説明が受けられ、と

ても助かりました。ここでの顔合わせが事前協議や手続きがスムーズに

進む要因となったと思います。また、建築主事の方が夏休みを一日返上して当社の申請確認業務に当たって

くれたおかげで、予定どおりに工場を稼働させることができました。つくば市の応援には、感謝の一言です。�

　当社は、関東地区では、千葉県柏市に技術研究所と柏事業所、そして茨城県
水海道市に生産技術研究所、土浦市には土浦事業所と4箇所の研究所と事業
所で運営しています。�
　今回、つくば市に用地を求め、立地を決めたのは、TX開通による都心へのアク
セスの利便性と各公共機関が非常に充実しており、将来を見越して、さらに会社
の発展と地域への貢献を考えての投資と考えております。�
　土地探しの際には、職員の方に早い段階で研究団地に同行していただき、多
くの情報を得ることができました。また、人材についても、さまざまな場を提供いた
だいたり、多くの情報を提供していただきました。建物の整備はこれからですが、市
や県からのアンケートによる要望のヒアリングには必ず回答をいただいていますの
で、安心できますね。担当の職員とは常にやりとりがあり、お互いに顔が見える関

係が自然に生まれてきました。いい環境の中で早く稼働したいと、建物の完成を心待ちにしています。�

�

　当社は、つくば市での事業展開はすでに18年になります。今回の創

薬部門の集積に当たっては、筑波大学をはじめ産学官の研究所が多く

あり、最新情報の交流が容易に行えることが決め手の一つでした。県も

市も科学振興には非常に積極的ですし、高エネ研、J－PARC（中性子ビー

ム実験装置によるたんぱく質構造解析）等、研究が行いやすい環境も整っ

ています。また、自然環境にも恵まれていますから、郊外型研究所として

自由な発想が生まれる環境にも期待しています。市の対応や職員の方

の努力をみていると、企業誘致に伴う諸施策をベースに市の発展に尽

力されていることがよく分かります。当社にとっても職員の方 と々のコミュニケーションがよくとれるため、事業活

動はもちろん社員の生活の面でもプラス効果は大。大変感謝しています。�

茨
城
県
つ
く
ば
市�

工業統計等関連データ�
【製造品出荷額（百万円）の推移】�

400,000�

350,000�

300,000�

250,000�

200,000�

150,000�

100,000�

95,000

【立地件数（件）の推移】� 【法人市民税（億円）】�
80�
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60�

50�
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�

【従業者数（人）の推移】�

9,200�

9,000�

8,800�

8,600�

8,400�

8,200�

8,000�

7,800�

7,600�

7,400�

7,200

6�

5�

4�

3�

2�

1�

0
�

平成14 平成15 平成16 平成17 平成18

平成15 平成16 平成17 平成18 平成19

平成14 平成15 平成16 平成17 平成18

平成14 平成15 平成16 平成17 平成18
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栃木県足利市�

「職員全員営業マン！ 企業誘致大作戦」を実行�
 全方位的戦略で、2団地に23社を誘致し約3年で完売に�

　http：/ /www.ci ty .ashikaga. tochig i . jp /

　20選に選出され、フォーラムにおいてプレゼンターの機会を与えられて率直にありがたいと思っています。
「企業誘致大作戦」の発想は、私が指示したのではなく、職員たち自らが発想したに等しいものです。私は
ちょっと一声掛けただけ、あとは全職員が一丸となり、率先して働いてくれました。私自身も「御用聞き」の
営業活動を行い、とにかくPRに必死に取り組みました。当初、5年間での完売の目標を立てましたが、全職
員挙げて一生懸命に誘致活動を展開してきた結果、約3年で目標を達成できました。�
　また、工業団地に立地した企業の代表者との懇談会を実施して情報交換を行うなどフォローアップも心
掛けています。�
　当市は今後、立地した企業と既存企業との連携を図りながら産業振興を行うとともに、文化・歴史に根
ざした住みやすいまちづくりを目指していきます。�
�
�

足利市長 吉谷 宗夫氏�

首長�
のコメント�

3つのメニューは限度額なし、北関東屈指の手厚い助成�

所管課へは担当がご案内、打ち合わせにも同席しサポートに活かす�

取
組
の
内
容�

1万社をリストアップ、市長を先頭に職員が全員で営業活動�取
組
の
内
容�

●栃木県足利市�
　栃木県の南西部に位置する。古くか
ら織物のまちとして知られ、近年はプラス
チック、機械工業などを中心とした総合
的な商工業都市となっている。日本最
古の総合大学といわれる「史跡足利学
校」をはじめ、多くの文化遺産を持つ歴
史と文化のまちでもある。製造品出荷
額は3,927億円（平成18年）。人口約
15万8,000人。面積は177.82km2。�

地の利を活かし、物流施設に特化した誘致に絞り込む�

　足利市では立地サポートの相談窓口を企業誘致担当に一本化することにより着工前の事前届出から事前

協議、各種申請に際しては、設計士・建築士・設備担当業者などの調整をワンストップで実施、立地企業に喜

ばれている。また、許認可手続き等の所管課へは立地サポートメンバーが企業や関係者を案内するとともに

打ち合わせに同席、事業計画の進捗状況などの詳細を把握し、企業へ報告することで迅速化が図られ、建設

計画がスピーディかつ着実に進むよう、きめ細かな対応を実現している。立地後も定期的に経営状況調査や

従業員調査を行い、調査結果を操業後の計画的な雇用へのアドバイスに役立てている。さらに、移転雇用者

やその家族のために、住宅手続きや地元の学校への案内など、生活面でも親身な支援を行っている。

　ポイントを絞り込んだ誘致活動も、有効な戦略の一つである。足利市は東京から北へ約80km、北関東自

動車道足利ICと国道293号線を有するという首都圏へのアクセスの良さを活かし、新規の企業誘致では物

流施設関連に特化し、企業誘致活動の強化を図った。その好例が、大型

物流拠点の誘致に成功した21.8ha規模の「足利インター・ビジネスパー

ク」である。また、上下水道、電力（6000v）、光ファイバー回線と、企業が

必要とするインフラの整備を積極的に行ったほか、団地周辺の道路は県

又は市が単独で整備し、用地価格の低廉化を図った。

　なお、こうしたインフラ整備に関連して、近隣住民や施設への影響を考

え、交通量調査を実施するなど、きめ細かな配慮も行っている。

LEADERSHIP

　足利市では北関東でも屈指の優遇制度を実現している。具体的には、①土地取得助成金／業種によって

異なるが、土地代金の4～12％、②建物建設助成金／建物固定資産評価額の2％、③企業立地促進助成金

／固定資産税及び都市計画税相当額を課税初年度より3年間は100％、その後の2年間は50％。

　注目すべき点は、①～③の助成金が大企業から市内の個人事業主まで適用対象となるように要件を付け

ていないこと、また、北関東の市町村では限度額を設けていることが通例の中、足利市では上限金額を設け

ていないことである。この他にも④緑化事業助成金／㎡当たり1500円を助成、緑化事業費の1/3が限度で

最大500万円、⑤雇用促進助成金／市民新規雇用の場合、一人当たり12万円、移転雇用は移転距離にも

よるが一人当たり最大34万円、⑥クリーンエネルギー自動車導入助成金、⑦太陽光発電システム設置助成

金などを設けている。

TEAM

　かつて織物のまちとして栄えた足利市は、時代の流れの中で金型やプラスチック加工業など小規模な事業

所が数多く存在する「ものづくりのまち」へと変貌した。吉谷宗夫市長は企業立地を将来にわたる足利市の

発展のための重要課題として位置付け、平成15年8月に「企業誘致取組方針」を発表した。この方針では、「足

利インター・ビジネスパーク」が平成16年度、「西久保田工業団地」が平成17年度に分譲開始の予定となっ

ていたため「分譲開始後5年間で完売」を目標にトップセールスの実施、全庁的企業誘致推進体制などの基

本戦略を全職員に示した。この方針を受けての誘致活動の中で、最も注目したいのは「職員全員営業マン！　

企業立地大作戦」を果敢に実行していることである。自らも積極的に情報収集するほか東海地方へ遠征訪問

するなど、トップセールスに力を注ぐ吉谷市長をはじめ全職員による企業訪問やPR活動を行ってきた。

　全庁を挙げての「企業誘致大作戦」を成功させるため、足利市では「1万社リストアップ作戦」として全職

員の親戚や友人・知人、多くの関係機関及び関係者の協力を得て企業をリストアップ、立地意向アンケート

調査を行い、企業訪問などに有効に活用している。また、ラジオCMや展示会出展をはじめ足利市を結ぶ鉄

道の起点・浅草駅と足利駅、国道沿線に看板を設置するなど場所と機会を捉えた幅広い広報活動を積極的

に展開してきた。平成15～18年度の4年間で、企業訪問・延べ1025社、アンケート調査・延べ796社、DM・

延べ7590社、意向調査・延べ6629社、広告記事等・延べ62回と、足利市の活動はきわめてエネルギッシュ

である。こうした意欲的な活動は、「職員全員営業マン！」での職員の誘致活動により立地が決定した企業、

物流関連施設に特化したPR活動と担当職員の訪問の積み重ねで誘致を決めた企業、国際物流総合展で

得た好感触をトップセールスで立地決定に持ち込んだ企業、ラジオCMがキッカケで立地決定した企業、市議

会議員の紹介による企業、商工会議所職員から寄せられた情報をもとに隣市へ立地する寸前の企業を手厚

い優遇制度のメリットにより立地決定した企業、保険外交員や一般市民から「近くの工場が増設するらしい。」

とのちょっとした情報をもとに訪問を積み重ねて決定した企業等々、市職員、市議会議員、商工会議所職員、

保険外交員、市民から寄せられた数多くの情報によってさまざまな成功事例を生み出してきた。足利市は、2

つの工業団地に23社の誘致に成功、企業誘致取組方針での分譲開始後5年間での完売目標を、わずか約3

年で達成したのである。
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栃木県足利市�

（株）エヌテック�
代表取締役 中島 英次氏�

企業�
のコメント�

（株）小林精工�
代表取締役 小林 良一氏�

企業�
のコメント�

（株）日本レップ�
シニア・マネージャー�

佐伯 賢治氏�

企業�
のコメント�

立地企業の実績�

（株）エヌテック�

（株）日本ベルト工業�

（株）小林精工�

（株）日本レップ�

（株）須藤製作所�

電子機器の設計・製造�

ベルト製品の加工・販売�

プラスチック金型設計・製作�

物流施設に特化した不動産仲介�

精密機械の金属加工�

会　社　名� 事業内容� 立地年� 立地面積�従業員数※�

　平成18年�

　平成18年�

　平成18年�

　平成19年�

平成21年（予定）�

0.1ha�

0.2ha�

0.3ha�

3.1ha�

0.7ha

24名�

5名�

17名�

97名�

20名�

産業DATA

　足利市長を本部長とする「足利市企業誘致推進本部」を設置し、市役所だけでなく、市議会、市内関係機関
（商工会議所、商工会等）との連携も図れるよう、全市を挙げての協力体制を整備。産業・環境部企業振興課内
に、企業誘致を専門に担当する「企業誘致担当」を配置。�
　足利市長自らトップセールスを実施するだけでなく、全職員が訪問活動やＰＲ活動を実施した「職員全員営業マ
ン！企業誘致大作戦」や職員の友人、知人の紹介による「1万社リストアップ作戦」等を積極的に展開した。地元
金融機関から出向職員を受け入れ、企業情報の分析や企業訪問の際の応対等、市職員への指導を含めて対応
している。�

企業立地推進体制�

産業団地�
足利インター・ビジネスパーク�

西久保田工業団地�

（団地名）�

　21.8ha�

13.0ha

（規模）�

18社（分譲済み）�

5社（分譲済み）�

（分譲実績）�

　当社は他の地域を前提として用地を選定していました。一転、足利

市に立地を決めたのは、ラジオ放送のCMを聞き、関心をもったのがキッ

カケです。用地は割安感がありましたし、当社の希望する輸送条件と

工業団地の立地条件もピタリと一致しました。この立地なら当社の商

圏が広がり、今後の事業展開に明るい展望がもてたことも決め手に

なりました。担当者の方の親身なアドバイスで、好条件な団地に立地

できて非常に満足です。また、許認可手続き等々、私たちが苦手とす

る分野を適切にフォローしていただき、短期に完了させられたことにも感謝しています。足利市での事業も軌

道に乗り始めたところ。次は人材確保で知恵を借りたいと思っています。�

　市街地にある工場が手狭になり、拡張を計画していました。旧工場の

所在地では土地利用調整で妥当な面積が確保できず、途方にくれていた

とき、足利市が手を差し伸べてくれました。市街化調整区域での拡張は困

難であるとのアドバイスを担当者から受け、企業の将来性も考えて工業団

地への移転を決断したわけです。当社は中小規模ですから、大型の工業

団地に立地し、最初は企業PRに苦労しましたが、最近では工業団地の名

前で理解してもらうことができるようになりました。移転して良かったというのが実感です。企業にとって許認可

手続きは面倒なものですが、担当者がサポートしてくれたおかげで短期間に処理することができました。優遇

措置も満足できる内容、現在増設を検討中です。�

　当社は物流施設に特化した不動産仲介とアセット・マネジメント事業を行っ

ています。足利市に立地を決めたのも、当社が希望するある程度規模が大き

く、価格も手頃な用地が整備されていたためです。立地に関する優遇措置も

メニューが豊富で魅力的な内容でしたし、工場用地に関する情報が的確に

提供してもらえましたので、立地に関する不安はなかったですね。またメールで

しばしばご連絡いただけましたし、担当者が上京される際はわざわざ立ち寄っ

てくださるなど親身に対応してもらえたことも、満足度をいっそう高めてくれました。とにかくサポートは親身で磐石

です。立地前と現在の第一期操業を通して、足利市の信念と熱意に理解と共感を得ています。�

�
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【製造品出荷額（百万円）の推移】�
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【立地件数（件）の推移】� 【観光客入込数（千人）】�
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福島県�

群馬県�

茨城県�

日光市�

栃木県�

埼玉県�

栃木県日光市�

｢良質の水」と「日光ブランド」を積極的にアピール�
食品優良企業を次々と誘致し、「食の産業都市」をめざす�

　http：/ /www.ci ty .n ikko. lg . jp /

 　「日光」という永い歴史が育んできたブランドは、他では得がたい貴重なものです。これを十分に

活かしていくことが地域振興にも効果的ですので、企業訪問に当たってもアピールポイントとしてい

ます。現在、新日光市の総合計画を策定中ですが、食と観光の相乗効果・水資源の活用・成長産

業の集積を柱に、日光ならではの特性を誘致活動に活かしていきたいと思っています。市長という

職務は誘致活動のトップ営業マンであり、常にすべての状況を把握し、迅速に対応できるようにして

おくことが大切です。幸い食品産業をターゲットとした誘致活動はようやく軌道に乗ってきましたが、

男体山でいえばまだ3合目あたり。「常に精進」の姿勢で取り組んでいきたいと思っています。�

日光市長 斎藤 文夫氏�

首長�
のコメント�

環境にやさしいエネルギー転換や人材育成に取り組み、�
新たな「日光ブランド」づくりを目指す�

取
組
の
内
容�

テーマを絞って誘致を推進、工業と観光の連携で相乗効果を狙う�
�

取
組
の
内
容�

　地域資源のアピールは、企業誘致を成功に導く重要なキー

である。平成18年、広域5市町村の合併により新たなスタートを

切った日光市は従来からの戦略を一歩進めて、豊かな自然環

境が育む「良質で豊富な地下水に恵まれた日光」、日光東照宮

などの世界遺産「日光の社寺」をはじめ年間1150万人の観光

客が訪れる「国際観光都市日光」の「日光ブランド」を前面に

押し出した誘致活動を展開している。この結果、メルシャン（株）

やキューピー醸造（株）など優良企業の誘致に成功、市内の食

品メーカーとあわせて日光市がめざす「食の産業都市　日光」の基盤を築きつつある。これら優良企業の誘

致には、既存立地企業における良質な水利用の実績が大きく影響しており、立地企業の好評価が新たな企

業立地を生み出すという好循環につながっている。斎藤文夫市長は、「食をテーマとした産業振興は、工業

と観光の連携で相乗効果が狙えます。旧今市市時代に行き詰まっていた企業誘致を、良質で豊富な水資源

の活用というテーマを絞った方向に転換することで前進させることができるようになりました」と語る。

　こうした企業誘致活動のエンジンとなっているのは、トップのリーダーシップである。斎藤市長は、市職員時

代から企業誘致に精通しており、市長となった現在でも現地調査の段階から率先して企業へ足を運び、日光

市の持つ地域資源やメリットを積極的にアピールしている。「みんなが知っている日光にもまだ知られていな

いすばらしいところがたくさんあることを知ってもらい、より深く日光を理解してもらうように心がけています。

大事なのは押しつけるのではなく、時間をかけて理解していただくことですから、時間が許す限り何度でも訪

問します。もちろん百聞は一見に如かずですから、納得のいくまで何度でも現地に来ていただけるよう働きか

けることも肝要だと思います」。企業誘致を産業政策の最優先課題とする斎藤市長は、いつでもオンタイム。

祝日に突然来訪した企業に対して、職員から連絡が入るや否や率先して自ら対応したことも。後日、この企業

は「斎藤市長のこの対応で最終決断をした」と語っている。

●栃木県日光市�
　栃木県北西部に位置し、北は福島県、
西は群馬県に接している。平成18年3
月、日光広域圏5市町村の合併により
誕生した。世界遺産の「日光の社寺」
をはじめ、ラムサール条約登録湿地「小
田代原｣、日光国立公園や鬼怒川・川
治温泉など豊かな自然に恵まれ、良質
かつ豊富な地下水を誇る。この豊富
な水資源を活かし、近年食料品製造
業等の立地が進んでおり、平成18年
の製造品出荷額は対前年比14.5％
増の3,168億円。人口約9万5,000人、
面積は1449.87km2で市としては全国
3位である。�

栃
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県
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市�

LEADERSHIP

PERSON

LEADERSHIP

PERSON

成功の鍵は「どれだけ多くのエネルギーを費やせるか」、�
日々の地道な努力が深い信頼関係を醸成�

　「企業立地の成功は、各企業が抱えている課題を一日も早く解決するために、行政側がどれだけ多くのエネル

ギーを費やせるかにかかっている。」と、斎藤市長は言う。市長のこの信念は全庁に浸透、企業の問題点や課題を

直視し、庁内関係各課が一丸となって解決を図るスムーズな対応や、栃木県関係機関との連携したワンストップ

サービスの実現として現れている。立地時の支援にとどまらず、立地企業が市内に長く定着し、生産活動をより活

発化させるために「連絡協議会」や「工業活性化研究会」を定期的に開催し、情報交換や意見交換の結果を施

策に反映させていることもその証の一つである。事実、平成19年12月に市議会に上程した対象を市内事業者の

設備投資にまで拡大する支援措置を新たに設ける条例は、この研究会で把握した課題の解決を図るものである。

　誠意とエネルギーを惜しみなく注ぐ日光市の姿勢は、企業との信頼関係を生み、それがまた新たな企業誘致に

つながるという好循環を醸成している。現に先に立地した豆腐製造事業者の水使用の実績が、単なる水質デー

タだけでは得られない「日光の水」への安心感を提供し、新たに日光市への立地へとつながった。

　組織体制についても、日光市では平成19年度に商工部門を独立させ、企業立地推進体制の強化を図ってい

る。中でも最前線の担当者人事はほぼ固定されているため、企業との信頼関係も深い。写真撮影のために市の

公用車を工場前に停車したところ、即座に工場から人が出てきたり、突然の訪問にも関わらず工場長自ら立ち会

っていただけたほどだ。企業誘致担当者は、新規立地企業はもちろんのこと既設の誘致企業とも頻繁に情報交

換を行い、光ファイバー回線の敷設などの課題にスピーディに対応している。日光市の前向きな姿勢と迅速な対

応は、産業活動条件が悪い中でも既存企業との良好な関係づくりに寄与、早い段階から増設などの相談が寄せ

られるようになり、近年既存企業の工場や設備の増設も活発化している。

INFRA
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FOLLOW UP

　産業活動と環境負荷の調和も、企業誘致活動のテーマの一つである。世界

遺産の「日光の社寺」やラムサール条約登録湿地、日光国立公園など保全すべ

き優良な自然を抱える日光市では、京都議定書の発効を踏まえ、市内事業所に

対してCO2排出量の少ないLNGへの燃料転換を推進している。エネルギー供

給事業者との調整の結果、現在市内の事業所では1事業所がすでに重油・プロ

パンガスからLNGに燃料転換を実施済。複数の事業所がガス事業者とLNGへ

の転換を調整中である。

　また、平成18年8月、日産自動車（株）やメルセデス・ベンツ日本（株）など自動車メーカーと「日光水素エネルギ

ー社会促進協議会」を設置した。この会の目的は、市内の移動・輸送システムの環境負荷を改善し、人の暮らし

と産業・自然が共生できる社会シテスムの構築をめざすことだが、同時に教育と産業人材育成も狙いの一つ。次

代の産業を支える若い世代にモノづくりの面白さと最先端技術にふれる機会を提供しようと、平成18年度から市

内17の中学校を対象に科学教室「水素と燃料電池の力」を開催している。この科学教室は単なるイベントでは

なく、全国で初めて教科書・教育指導要領に準拠した「正規な理科の授業」として実施している。また、日産自動

車（株）の協力のもと、同社のFCV（燃料電池自動車）を科学教室開催時に学校に持ち込み、生徒・教職員全員

のFCV試乗を実施。平成18、19年度の2年間で11中学校で生徒450人、教職員約165人が試乗した。

　こうした環境へ配慮した取組を通して、新たな「日光ブランド」づくりへとつなげるとともに、更に関連する企業

立地へとつなげていくことも目指している。

FOLLOW UP
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栃木県日光市�

太子食品工業（株）�
 日光工場管理課課長�

菅原 健治氏�

企業�
のコメント�

丸彦製菓（株）�
専務取締役�

山田 邦彦氏�

企業�
のコメント�

メルシャン（株）�
日光工場工場長�

榎本 邦俊氏�

企業�
のコメント�

立地企業の実績�

古河サーキットフォイル（株） �

（株）大昌電子�

太子食品工業（株）�

メルシャン（株）�

光工業（株）�

ホクガン（株）�

電解銅箔製造�

電子デバイス製造�

食料品製造�

食料品製造�

自動車部分品・付属品製造業�

食料品製造�

会　社　名� 事業内容� 立地年� 立地面積� 従業員数�

昭和49年�

昭和49年�

平成  5年�

平成17年�

�

平成19年�

15.3ha�

4.7ha�

3.1ha�

4.2ha�

1.7ha�

1.8ha

350名�

818名�

930名�

882名�

115名�

238名�

産業DATA

　進出企業の工場建設等に当たっては、担当課はもとより関係各課との連携を強化してワンストップサービ
スの仕組みを整え、迅速な対応が可能になるよう努めている。平成19年度には従来の体制から商工部門を
独立させた「商工課」を新設し、市長を中心に、より一層のきめ細かいサービスを提供できる企業立地推進体
制の強化を図っている。�

企業立地推進体制�

産業団地�

轟工業団地�

（団地名）�

12.2ha

（規模）�

4社（分譲中、残り1区画）�

（分譲実績）�

　当社は、「一丁寄せ」豆腐や納豆など大豆製品の製造を中心

に発展してきました。ご存知のように主力商品である「豆腐」は、

良質の水と切っても切れない関係にあります。日光に工場を新設

したのも、日光市の持つ豊富な地下水に注目したためです。立地

に当たって日光市担当課には手厚い支援をいただきました。文字

どおりワンストップでの親身な対応ぶりには、頭が下がる思いです。

増設に関しても適切なアドバイスがもらえますし、優遇措置も充実

しているので安心して投資できる環境にあります。また、日光の良質な水をイメージさせる象徴として当社をPR

してくださり、当社のイメージアップにも寄与してもらっています。こうしたお互いにメリットを享受しあえる良好な

関係を今後も維持し、win-winの関係を築いていきたいと思っています。�

　食品メーカーにとって「良好な環境である」というイメージはとても重

要です。この点、日光市はそうしたイメージを大切にした活動を行ってい

るので、企業としてもプラスになっていますね。当社は市の積極的なお

誘いを受けて立地しましたが、用地探しから立地の諸手続きまでワンス

トップのサービスを受け、とても満足しています。日光市の新社屋は、手

狭になっていた本社社屋と宇都宮市内3カ所の工場を集約したもので

すが、一部を観光客に開放し、おかきづくりの体験やできたての味を楽

しめるようにしています。この工場と幹線道路沿いの直売所をアンテナ

ショップとして市にPRしていただいた効果で、観光客・地元のお土産と

して定着しており、経営的にも移転は大成功でした。私は市の「フードタウン協議会」の副会長も務めさせて

いただいていますが、今後とも市と緊密に協力しあって、ともに発展していきたいと願っています。�

　食品メーカーである当社にとって、日光のおいしい水と日光ブラン

ドは大きな魅力でした。ちょうど流山工場が老朽化し、移転先を検討

していた折でもあり、タイミングもグッド。市長をはじめ担当者の方々

からの熱心なお誘いが決め手となりました。移転予定地の工業団

地には既存の取り付け道路があったのですが、当社が立地するた

めには廃止し、変更する必要がありました。こうした手続きは通常時

間がかかるものですが、担当者の尽力で予想以上に早期に移転を

実現できました。この素早い対応は、いままで工場を建設した他の自治体には無かったものです。優遇措置

なども効果的なものが多いですし、「食品工業団地」というコンセプトにも好感がもてました。市が総合的な

施策を実施しているのは、企業にとってもメリット大。近々実現される新施策にも大いに期待を寄せています。�
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【製造品出荷額（百万円）の推移】�

340,000�

320,000�

300,000�

280,000�

260,000�

240,000�

220,000�
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0

【立地件数（件）の推移】� 【食品･飲料関連製造業に従事する従業者数の割合（％）】�
25.0�

24.5�

24.0�

23.5�

23.0�

22.5�

22.0

【従業者数（人）の推移】�

7,950�

7,900�

7,850�

7,800�

7,750�

7,700�

7,650�

7,600�

7,550�

7,500�

7,450

工業統計等関連データ�

平成14 平成15 平成16 平成17 平成18 平成14 平成15 平成16 平成17 平成18

平成14 平成15 平成16 平成17 平成18平成14 平成15 平成16 平成17 平成18

企
業
立
地
に
頑
張
る
市
町
村�

昭和59年�
平成18年増設�

32

市町村事例集3.3  08.3.25 0:28 PM  ページ 32



35

東京都�

静岡県�

山梨県�

神奈神奈川県�神奈川県�

相模原市�

神奈川県相模原市�

工業用地の確保、整備と立地までをトータルにバックアップする�
各種奨励制度「さがみはら産業集積促進方策（STEP50）」�

　http: / /www.ci ty .sagamihara .kanagawa. jp /

　本市は、首都圏南西部の広域拠点都市として、活力と魅力あふれる住みよいまちの実現に向け「新さ
がみはら創り」を進め、平成22年4月の政令指定都市への移行を目指しています。そのためには、地域経
済の活性化と雇用促進が欠かせません。今後、首都圏中央連絡自動車道の一部である「さがみ縦貫
道路」の整備など交通インフラ面での広域拠点性も高まっていくと思いますが、自立した行政運営を図
るには、安定した財源の確保が必要であり、それには産業振興が欠かせない施策であると考えています。�
　今回の選定は、本市が全国に先駆けて取り組んでいる「工業用地の保全に対する奨励措置」の制
度が評価されたものと受け止めており、今後も工業系地区計画の手法を用いた工業用地の保全をはじ
め、産業振興に積極的に取り組んでいくことによって、本市の発展につなげていきたいと思っております。�

相模原市長 加山俊夫氏�

首長�
のコメント�

神奈川県の助成制度「インベスト神奈川」との併用により�
さらなる優遇措置も可能�

立地企業への対応をスムーズにするネットワーク�
「企業立地マッチング促進事業」�

取
組
の
内
容�

住工混在を解消する先進的な奨励措置�取
組
の
内
容�

●神奈川県相模原市�
 神奈川県の北部に位置し、大和市、座間
市のほか、東京都町田市や八王子市等と
も隣接する。平成19年3月に津久井郡４
町との合併が完了し、人口約70万人、面
積328.84k㎡と全国でも18番目の人口規
模を誇る市となった。都心からのアクセス
は車、電車ともに良好で、首都圏のベッドタ
ウンとしても発展し続けている。平成18年
工業統計（都市ベース）で、従業員数4万
2,085人、製造品出荷額1兆5,367億円。
加工組立型工業を中心に高い技術力、研
究開発力を有する企業が集積している。�

「企業立地等調整会議」により煩雑な手続きもワンストップで�

　これまで立地を希望する企業からの工場用地の相談に対して、行政側には対応できる専門的な知識や経験、

ノウハウ、用地に関する情報ネットワークがほとんどなかった。そこで、専門的な能力を有する不動産関係者

や金融機関が「企業立地コーディネーター」となって、市との協定に基づき立地動向の情報収集を行ったり、

企業の要望に応じて土地探しから用地交渉等を行ってくれる「企業立地マッチング促進事業」を実施してい

る。現在、コーディネーター数は20社。行政と不動産業界、金融機関等がネットワーク化されることにより、企

業が必要とするタイムリーな情報収集、提供が可能となった。市内には企業ニーズに合致するまとまった工場

用地が不足しているものの、相模原市に立地したいという情報は多く、手持の土地情報とマッチングさせるこ

とで（用地の規模は２５０坪～数万坪まで）、企業立地につなげるという効果も出てきている。

　工場建設には、自治体への複雑な手続きに対してワンストップで受

け止めるための庁内体制「企業立地等調整会議」を整備。これは、立

地を希望する企業ごとに必要な全庁内の各課が集まって構成されるも

ので、企業側がいわゆる「たらいまわし」にされることなく、スムーズに

手続きを進められる。例えば、この奨励制度適用当初に事業計画の認

定を受けた横河電機（株）の場合は、関係各課19課、アイダエンジニア

リング（株）の場合では20課が対応した。具体的には、どのような工事・

開発の予定があるかを関係課全てに説明する機会を設けており、その

場で各課から問題点の指摘が行われる。その後は、各課ごとの対応となるのだが、担当者窓口はお互いに面通し

済みであることから、単純な内容であれば電話対応で済むケースも多く、手続関係の調整が極めてスムーズに運

ぶようになっている。

　また、「企業立地等調整会議」を開催するまでの規模に至らない個別な案件についても、全庁にわたる協力体

制が浸透しているため、「企業立地推進室」が窓口となって関係各課へ働きかけ、迅速な対応が図られている。

　立地規模や条件によっては、神奈川県が行う助成制度「インベスト神奈川」

との併用も可能である。この助成制度を利用すると、工場で最大19％、研究

所で最大23.5%の奨励金が交付されるというメリットがある。

　さらに、県の担当者と市の職員による情報の共有はもとより、両者一体と

なって企業訪問等を行うなど、密な協力体制が出来上がっており、県と市の

両方の奨励措置を受けている企業もすでに13社にのぼる。

ASSIST
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　相模原市は昭和30年代に工場誘致条例を施行して農業中心から工業中心へと産業の重心を移し、高

度成長の流れにも乗って順調に成長してきた。ところがバブル崩壊後の近年では、首都圏のベッドタウンと

して住宅の需要が高いこともあり、工場の縮小や撤退等で工業地域や準工業地域の空洞化により住工混

在が深刻化していた。そのような状況を払拭して産業を盛り返すため、企業立地等の促進、市民の雇用機

会の創出と拡大を図るためのさまざまな奨励措置として「さがみはら産業集積促進方策（STEP50）」を平

成17年10月に条例施行したところである。

　本条例の特徴は、全国でも先駆けて工業系用途の土地を保全・活用する奨励措置を設けた点が挙げら

れる。この奨励措置には「工業用地継承」と「工業保全地区」の2つがあり、1000m2以上の土地を売却す

る場合（工業専用地域及び特別工業地区にあっては遊休地、未利用地の土地を売却する場合で、特に産

業集積促進に寄与すると認められたときに限り適用）に、「工業用地継承」奨励措置を設け、工業利用に対

しインセンティブを与えている。この売主に対する継承奨励措置と立地する企業に対する工場新設の奨励

措置とをあわせると、住宅開発等の場合における土地売却と工場での売却との価格差を埋めるための有効

な方策となっている。ちなみに「工業用地継承」の事業計画は、これまで５件を認定している。

　また、「工業保全地区」は、工業専用地域及び特別工業地域を除いた適用対象地域(工業地域、準工業地

域など）内で、工業集積の保全が適当であると認める地区において、

工業系の地区計画を定めた場合（現に工業系利用の土地に限る。）に、

「工業保全地区奨励金」として区域内の土地に係る固定資産税及

び都市計画税の2分の１相当額を5か年にわたり交付するものである。

　現在、地区計画導入に向け、市内３地区で取り組まれており、うち

１地区では地区計画の素案が策定され、都市計画の手続きに入る

予定となっている。
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相模原市�

秦野市�

厚木市�

伊勢原市�

海老名市海老名市�海老名市�

座間市�清川村�

愛川町�

山北町�
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神奈川県相模原市�

東榮電化工業（株）�
代表取締役 中 茂樹氏�

企業�
のコメント�

コスモ精工（株）�
取締役会長 三角 喜久夫氏�

企業�
のコメント�

（株）ユウキ工業�
代表取締役社長�

北澤 芳恵氏�

企業�
のコメント�

立地企業の実績�

湘南デザイン（株）�

横河電機（株）�

東榮電化工業（株）�

日本ビー・ケミカル（株）�

ツツミ産業（株）�

自動車用モデルの試作・製造�

半導体関連製品の研究・開発・製造�

金メッキ加工およびアルマイト加工�

�

精密板金�

OAプラスチック塗装、真空蒸着用�
塗料等の開発・製造・販売�

会　社　名� 事業内容� 立地年� 立地面積� 従業員数�

平成17年（新設）�

平成18年（新規）�

平成18年（新設）�

平成19年（新規）�

平成20年（予定）�

0.5ha�

1.9ha�

0.03ha�

0.3ha�

0.2ha

約140名�

約250名�

59名�

約30名�

60名�

産業DATA

　積極的な企業誘致活動を展開する上で必要な、機動性を備えた専管組織「企業立地推進室」を平成１８
年４月に設置。室長を含め５人体制で発足し、平成１９年４月には２名増員し現在７名の職員が配置されている。�
　企業誘致に不可欠な産業用地の創出について、実効ある施策を推進するため、副市長を本部長とした庁
内組織「工業系産業用地創出対策本部」を平成18年2月に設置。事務局は、開発から企業立地までの一
体的な対策を検討していく必要があるため、企業誘致を所管する経済部企業立地推進室と工業用地の整
備を所管するまちづくり事業部都市整備課の両課で受け持っている。�
�

企業立地推進体制�

産業団地�

テクノパイル田名工業団地�

金原工業団地�

（仮称）相模原大野台企業団地（予定）�

（団地名）�

29.8ha�

11.5ha�

6.3ha

（規模）�

68社（分譲済み）�

14社（予定含む）（分譲済み）�

16社（予定）（分譲済み）�

�

�

（分譲実績）�

　当社の隣接地が工業地域であるにもかかわらず、住宅化してし

まい操業に支障をきたすようになり、市に相談に行ったところ親身

に耳を傾けていただいたことがきっかけとなり、「STEP50」の認

定をいただきました。施設整備の奨励金、税の軽減、雇用奨励

金の措置が受けられることになり、当初7億2千万円の投資を9億

7千万円とすることができました。また、神奈川県の「インベスト神

奈川」(融資)にも申請しており、こうした市と県との協力体制のも

とで企業に有利な情報提供等も得られて助かっています。優遇

要件をクリアするために必要な各許認可関係の手続きにつきま

しても担当者の迅速で的確な対応のおかげで、隣接する工場の

立ち上げが想定していたよりも早く稼動できたことにも満足しております。�

　前事業所の老朽化・手狭もあり新工場用地を探していて他市

に相談したところ芳しい対応が得られず、相模原市に相談したら

担当の方が熱心に用地を探して紹介してくださいました。その後

のフォローも完璧で、おかげさまで操業にこぎつけることができて

感謝しております。前事業所にも近く、大型機械の設置ができる

ことも立地選定の理由の一つでした。「STEP50」の優遇措置に

つきましては、施設整備奨励金をいただき、税の軽減措置も合わ

せて受けられて満足しています。企業誘致は担当者の対応によっ

て変わるものだとつくづく実感しました。企業が困っているときに

助けてくださる体制は評価できるのではないでしょうか。�

　地元で20年来、中高層住宅地に囲まれた地域で操業しておりましたが、

２つの工場の統合を目指して工業地域での工場用地を探しておりました。

市のご担当者には現在の工場の用地探しをはじめ、適切なアドバイスやフォ

ローをいただき感謝しております。また、「STEP50」の認定によって、施設

整備奨励金や税の軽減の措置が受けられることになり、これからの操業

についても安心感がありますね。さらには、工場裏の市道が草で生い茂り、

形態をなしていなかったときも、市の関係担当者に連絡して草刈等を行っ

ていただきました。こうした迅速な対応や企業活動に対する細かな配慮に

も満足しております。�
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ONE-STOP

工業統計等関連データ�
【製造品出荷額（百万円）の推移】�

1,700,000�

1,600,000�

1,500,000�

1,400,000�

1,300,000�

1,200,000�

1,100,000�

1,000,000

10�

9�

8�

7�

6�

5�

4�

3�

2�

1

【立地件数（件）の推移】� 【人口（新市）】�
710,000�

700,000�

690,000�

680,000�

670,000�

660,000�

650,000

【従業者数（人）の推移】�

43,000�

42,000�

41,000�

40,000�

39,000�

38,000�

37,000�

36,000�

35,000�

34,000�

33,000
平成14 平成15 平成16 平成17 平成18 平成14 平成15 平成16 平成17 平成18

平成14 平成15 平成16 平成17 平成18 平成15 平成16 平成17 平成18 平成19
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※平成17年、18年は１市４町で積算�
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山形県�

福島県�

群馬県�
長野県�

富山県�

新潟県�

妙高市�

新潟県妙高市�

 食と農を基軸に自然志向型企業を積極的に誘致�
「妙高ブランド」を全国に発信�

　http：/ /www.ci ty .myoko.ni igata . jp /

　「20選受賞」の賞状と記念楯は、市長室に飾って特定の人だけに見てもらうようなことはせず、市庁

舎の玄関ロビーに飾り、広く市民にPRしています。�

　企業誘致は妙高市にとって不可欠と考えており、市の総合計画でもトップに掲げています。ただし、

環境に負荷をかけないこと、市にある資源・人で実現可能であること、長期的な視野に立った採算性、

この3つを満たすことが条件と考えています。�

　現在、「市内の川沿いに実験場にできる崖や砂山がある」という点をPRして、土木・砂防資材の企

業を誘致中です。これは、市にとっては短所となる崖や砂山も、企業側の視点に立つと長所に変わると

いう逆転の発想によるものです。�

妙高市長 入村 明氏�

首長�
のコメント�

取
組
の
内
容�

誘致企業との交渉はまず市長が担当�取
組
の
内
容�

●新潟県妙高市�
　平成17年4月1日、日本百名山の「妙高山」
のすそ野に広がる新井市、妙高高原町、
妙高村が合併して誕生した。新潟県の南
西部に位置し、上越、糸魚川の両市に接し
ている。妙高山麓一帯は上信越高原国立
公園に属し、雄大な自然の景観と四季折々
の変化に富み、湧出量豊富な温泉やスキ
ー場などの観光地を抱えている。地下水も
豊富。製造品出荷額は2,348億円（平成
18年）。中央部をJR信越本線が走り、上
信越自動車道、国道18号など幹線道路も
整備されている。人口約3万8,000人、面
積は445.52km2。�

新
潟
県
妙
高
市�

LEADERSHIP

LEADERSHIP

ワンストップサービスの機動力で案件を迅速に実現�

　誘致、進出企業への窓口としては、商工振興課11名が誘致活動、起業・創業支援、中小企業対策などを

担当しており企業立地係がワンストップ窓口としてコーディネートする。小規模自治体であるがゆえに職員間

のつながりが深く、庁内関係各課との連携、関係行政機関や立地地域住民との調整がスムーズに行われて

いる。立地に当たり必要となる許認可手続きは「妙高市地域開発審査要綱」に基づき、庁内関係各課が諸

手続をすべて洗い出し、漏れ落ちによる手戻りを防止するとともに、商工振興課が企業と行政との間のスケ

ジュール調整や申請手続きなどをサポートし、迅速化を図っている。

　他の関係機関との調整も基本的にワンストップ窓口が行うが、政策判断を伴う案件や複数課との調整が

必要な案件については市長が自ら指示を出し、調整会議などをタイムリーに開催して調整、決定する。妙高

市役所は規模が小さい故に、縦割り組織にならず、横断的に対応できるようになっているのだ。

　さらに、県との連携も密に行われている。たとえば松下電器産業（株）半導体社が平成12年2月に新井工

場の新棟建設を決定した際は、副知事、産業立地課が中心となって県庁内の各種手続きの調整を図り、同

年6月には一部工事が始まった。また、妙高ガーデンが進出してきた際には、誘致計画の初期段階で視察など

を実施し、既存のビジネスモデルの成功事例を県知事や関係機関職員に知ってもらうことで県や国の機関と

のスムーズな連携が実現できた。その結果、改正農業経営基盤強化促進法施行から1週間程度で特区以外

の株式会社の農業参入全国第1号という画期的な案件を実現させることに成功した。この時初期投資を軽

減するために活用した農林水産省所管「元気な地域づくり交付金」の採択に当たっても、県との連携と北陸

農政局の理解により、同社を特認団体として認定し、およそ3か月で補助採択を得ることができた。

　松下電器産業（株）の誘致以来、妙高市役所には「企業誘致のDNA」のようなものが代々受け継がれて

いる。地域の独自性や文化に根差したもので企業誘致を行えば、その企業が去ってしまうことはないというの

が市の基本的な考えであり、市の未来像は市にあるものでしか描くことはできないとのコンセプトである。行

政でできること、できないことを区別し、できないことは全て民間に任せる。食と農を基軸にした企業誘致を行

い、工業・農業・観光等を組み合わせることで地域におけるビジネスを拡大し、産業の重層化、地域経済の活

性化と雇用拡大を図っていこうと取り組んでいる。

ONE-STOP

ONE-STOP

柏崎市�
�

十日町市�
�

糸魚川市�

上越市�

妙高市�
中魚沼郡�

　妙高市では妙高山麓に広がる豊かな自然環境を活かし、「妙高ブランドビジネス推進事業」として、安全・

安心な食の確保という新たな方向性を打ち出し、食と農を基軸にした自然志向型企業の積極的な誘致・集

積を図っている。安全・安心の妙高ブランド製品を地元に普及させ、地域資源活用プログラムなどで特産品

化・名物化して地域にビジネスを拡大するとともに、全国に情報発信していくことを今後の目標としている。

すでにこの情報発信により、ハウス食品（株）が、食育体験などのフィー

ルドの一つとして妙高山麓を「バーモントファーム」に選定し、食育体験

教室などを毎年開いて、多くの親子と地元農家の交流などが行われて

いる。

　市とハウス食品との出会いは、平成16年であった。同社の担当者が、

ハーブ生産を予定している（株）妙高ガーデンへ視察に立ち寄るため空

路新潟入りすることを知り、入村明市長以下6名で新潟空港に出かけ、

空港内の施設で会談を行ったのである。この会談では、妙高の自然の

恵みを活かし、四季折々の豊かな自然環境の中で市民やお客様が自然

と調和し、すべての生命を安心して育むことのできる地域「生命地域（バ

イオリージョン）の創造」について市長が自ら熱弁を振るい、その後、妙

高に移動するバスの車中でも市長はプレゼンを続けた。こうした市長の

熱意に加え、妙高の魅力や市を挙げての協力体制を高く評価したハウ

ス食品は、妙高市での事業実施を決定した。

　民間出身の市長は、独自のネットワークで企業情報を収集してトップセールスを展開している。誘致企業と

の交渉の第一歩は市長自らが行い、進出企業の本社への挨拶回りも精力的に行っている。新規立地企業セー

ルスや既存企業への新規投資誘導セールスは年間数十社に上っている。民間時代の人脈もフルに活用し、

これまでに強化ビニールハウスにおける無農薬大葉・ハーブの生産を行う妙高ガーデンや、閉鎖循環式技術

で日本初の屋内型生産システムを使い、淡水によるエビ生産事業を成功させた妙高雪国水産（株）などの

誘致を実現している。妙高ガーデンを誘致するに当たっては、バイオ関連のニュースで、室内での大葉の実

験栽培を行っていることを知り、さっそく市長単独で実験棟のある伊豆大島に乗り込んだ。また、妙高雪国水

産の誘致の際にも他県でエビの陸上養殖を目指していた業者が結局頓挫してしまったという話を新潟県から

聞き、さっそく開発会社の実験棟がある地域を訪問した。

　新井東部工場団地に関しては、企業から要望のあった事業用地の借地制度と、将来的な用地購入時にそ

れまで支払った借地料の一部相当額を購入額から割り引く制度をトップダウンで導入した。このタイムリーな

対応が企業の立地につながっている。

　事業用地の確保については、企業振興奨励条例に基づく進出企業への便宜供与として、地元との用地

交渉も含めた用地買収や造成、引き渡しを行っている。また、市の未利用地の提供（貸し付け）による迅速な

用地確保も実施している。株式会社の農業参入に当たっては、大規模農地（6.6ha）を取りまとめ、農家、企

業、市の3者契約を結んでいる。
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新潟県妙高市�

松下電器産業（株）�
 半導体社生産本部新井工場�

人事・総務グループ�

田中 貞晴氏�

企業�
のコメント�

妙高雪国水産（株）�
取締役 三上 恒生氏�

企業�
のコメント�

（株）妙高ガーデン�
代表取締役�

山下 光明氏�

企業�
のコメント�

立地企業の実績�

（株）NBファーム�

（株）妙高ガーデン�

妙高雪国水産（株）�

（株）イツミ製作所妙高工場　�

�

無農薬大葉の生産�

無農薬大葉の生産�

陸上でのエビ生産�

クリーニング機械製造�

会　社　名� 事業内容� 立地年� 立地面積� 従業員数�

平成16年�

平成17年�

平成18年�

平成19年�

1.5ha�

6.6ha�

0.3ha�

0.2ha

35名�

99名�

3名�

3名�

産業DATA

　市長のリーダーシップによりもたらされる誘致の可能性のある企業に対して、具体的な計画に至るまでは企
画政策課で調査、調整し、具体的な市としての誘致方針が決定された段階で、商工振興課企業立地係がワ
ンストップ窓口として誘致交渉、進出に当たっての関係行政機関や地元住民との調整を行っている。�
　商工振興課11名で誘致活動、起業・創業支援、中小企業対策などを実施。小規模市町村であるがゆえ
に職員間のつながりが深く、庁内の連携・調整がしやすい特徴がある。�
�

企業立地推進体制�

産業団地�

栗原工業団地�

姫川原工業団地�

新井東部工場団地�

（団地名）�

15.6ha�

11.2ha�

9.4ha

（規模）�

  1社（分譲済み）�

  1社（分譲済み）�

31社（分譲中）�

（分譲実績）�

　半導体製造に適したクリーンな自然環境（空気、水）があり、労働

力として忍耐強く誠実勤勉な県民性が見込まれることなどが、当地を

選定した主な理由です。もちろん関係行政機関、とくに市役所から真

摯で熱心な誘致を受けたことも大きく影響しました。�

　創業30年の歴史の中で、建屋の増床増築、新棟建設、あるいは労

働力の確保などにおいては、妙高市（旧新井市）が前面に立ち、用地

買収から近隣住民との話し合い、その他関連方面との調整などで、絶

大なるご支援をいただいてきました。また、地域との連携や諸問題の発生に際しても、積極的に関与いただき、

解決への道筋を立てていただいています。�

　創業当時は大雪に悩まされた時もありましたが、現在ではロジスティックの面や従業員の通勤などにおいて

も、妙高市の積極的な除雪・融雪の取組強化により、最適な事業運営を行えております。�

　

　妙高市への進出の決め手は、東京から日帰り圏内であるという立地条件に加え、屋内エビ生産事業と
いう日本初の事業であることのリスクを恐れず、市長から熱心に誘致を受けたことです。また、市長及び市
役所から進出企業と地元企業とのパートナーシップの構築に関してもご尽力を頂きました。�

　市役所の担当者が明確になっていて、いろいろな相談ができる体制
は確立されていると感じており、立地後の市役所の対応にも満足して
おります。�
　ただし、前例の無い事業の宿命であるとは思いますが、各種公的補
助金が獲得できなかったこと、立地、施設建設における許認可作業に
手間と時間がかかったことも事実です。�
　施設が立地している新井東部工業団地に関しては、道路などのイン

フラ状況はほぼ満足しています。特に天然ガスを安定的に使用できることは、原油価格が高騰している現
状において大きなプラス要因になっています。�

�

　当社の事業は農薬を使用しない大葉・ハーブの生産であるため、自治

体や近隣住民の理解が必要です。その点、妙高市は積極的に農業支援

を行っており、私たちの考え方とも近いものがあると感じています。�

　以前は、市役所の職員は民間と比べて保守的で仕事に対する意欲も

低いという観念がありましたが、妙高市の職員の方々は何事にも非常に

積極的で、私たちよりも前向きに仕事に取り組んでおられ、頭が下がる思

いです。現在もさまざまな部分で職員の方たちによくご支援いただいてい

ます。道路の整備、天然ガスの使用などインフラにも非常に満足しています。�

　ただ、進出前は十分に人が確保できる地域と聞いていましたが、思ったようには人が集まっていません。それで

も職員の方々が職業安定所などと連携して積極的に人材を紹介してくださるので、ほぼ満足できる労働力が確

保できています。� �

新
潟
県
妙
高
市�

LEADERSHIP

ONE-STOP

工業統計等関連データ�
【製造品出荷額（百万円）の推移】�

250,000�

200,000�

150,000�

100,000�

50,000�

0

5�

4�

3�

2�

1�

0

【立地件数（件）の推移】� 【付加価値額（万円）】�
18,000,000�

16,000,000�

14,000,000�

12,000,000�

10,000,000�

8,000,000�

6,000,000

【従業者数（人）の推移】�
5,000�

4,800�

4,600�

4,400�

4,200�

4,000�

3,800
平成14 平成15 平成16 平成17 平成18 平成14 平成15 平成16 平成17 平成18

平成14 平成15 平成16 平成17 平成18平成14 平成15 平成16 平成17 平成18
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富山県高岡市�

「ものづくり・デザイン人材育成特区」の認定を獲得�
 関連企業の誘致と地元産業の活性化を狙う�

　http：/ /www.ci ty . takaoka. toyama. jp /

　企業誘致を進めるに当たっての当市の強みは、来年で開町400年を迎える伝統とその伝統に基
づくものづくりの技術の集積であると考えています。したがって、ものづくり人材の伝統を受け継い
でいく基盤整備が大切だと考え、その一つの試みとして、ものづくり・デザインのまちづくりを推進し
ています。体験した児童と生徒からの反響は大きく、漆器や銅器作成という地味な作業にもかかわ
らず皆さん集中して作業に取り組んでおり、作品である工芸品への関心も高まっています。一方、
指導する側の職人の方 も々、伝えるという行為を通じて満足感を得ているように思われます。このよ
うな人材育成の成果が具現化するのはかなり先の話ではありますが、地域の将来にとって必ずやよ
い方向へつながっていくものと確信しています。�

高岡市長 橘 慶一郎氏�

首長�
のコメント�

調査を超えた本音を引き出す�
累計1408社への企業実態調査の実施、�
ホームページからの情報発信で立地企業を支援�
�

取
組
の
内
容�

産学官の連携で、「ものづくり」に貢献する人材を育てる�取
組
の
内
容�

●富山県高岡市�
　富山県の北西部に位置する県西部の
中核都市。20世紀初頭から豊富で廉価な
電力と工業用水の安定供給、国際貿易港
の整備などを背景に、化学工業、紙・パルプ、
機械、金属・非鉄金属などの製造業が立地、
高岡銅器や高岡漆器などの伝統産業とあ
いまって日本海側有数の「ものづくりのまち」
を形成してきた。製造品出荷額は5,511億
円（平成18年）で、金属製品・各種工作機械・
金型・プラスチックなどが約4割、医薬品な
ど化学工業が約3割を占める。特定重要港
湾伏木富山港を有するほか、北陸・東海北陸・
能越自動車道とアクセスも良好。人口約
18万人、面積は209.38km2。�

トップセールスで成功事例を輩出�

　高岡市の企業誘致活動のもう一つの推進力は、市長が先頭に立った

全庁あげての体制である。ワンストップサービスをポリシーとする「高岡

市企業誘致推進本部」の本部長は、市長自身。立地案件がある場合は

もちろん、機会を見つけては積極的に企業を訪問、新たなプロジェクト等

についての情報収集や企業との信頼関係の構築にも努めて

いる。また、関西や中京、東京等への出張の際は、既立地企業

の本社や高岡市に縁のある企業への訪問を組み入れている。

こうした市長の熱意とトップセールスが生み出した成功事例も

少なくない。確かな信頼関係により高岡での投資を決めた日本ゼオン（株）や熱心な誘いと企業立地助成の

創設などで立地を決めた（株）サクセスパートナーは、その好例である。また、（株）ウイン・ディーは、諦めずに

何度も本社を訪問し、高岡市がめざす「ものづくり・デザインのまち」構想を力強く語る市長の熱意に打たれ

て、立地を決定。現在、高岡市とのコラボレーションを実現している。

　高岡市では工業統計調査などの各種統計調査では捉えられない

企業の現状や要望を把握するため、平成15年から、産業振興部の商

工業関連メンバー職員が総出で、製造業を中心に情報通信・運輸業

など1408社ものヒアリングを実施して、その結果をもとに企業の拡張

や増設、移転などの意向や遊休地などの状況を把握、企業誘致活動

に活用している。

　また、ヒアリングで得られた情報等をもとに、新事業展開や技術・新

商品開発などの企業活動を側面から支援するため、高岡市ではホー

ムページ「高岡企業ガイド」を開設し、立地企業の技術力や主要製品・サービスなどのセールスポイントを全

国に発信できる仕組みを構築している。

　更に、若手職員による市のイメージアップホームページ「カラーたかおか」では、高岡発ニッポンブランドと

して市内企業の優れた技術・製品のPRを行っており、「モックアップ」や「鉄道分岐器」、「F1用鍛造ホイー

ル」等の立地企業の技術について独自の視点で取り上げて取材し、紹介している。

　高岡市は、銅器や漆器など高岡開町以来の伝統をもつ伝統産業の継承・発展と新たなデザインの開発を支

援することで、関連企業の誘致と地元企業の活性化を推進している。時代の変化の中で、伝統産業の衰退や

後継者不足が問題になっているが、高岡市でもそれは例外ではないことから、400年の歴史をもつ伝統産業と

20世紀初頭から培ってきた各種産業等の「ものづくり」に貢献する人材を育てようという試みを実践している。

　高岡市では平成18年に国の構造改革特別区域計画「高岡市

ものづくり･デザイン人材育成特区」の認定を受け、市内の小学5

～6年生、中学1年生、特別支援学校の生徒など、全40校の子ど

もたちに年間35時間の必修科目「ものづくり・デザイン科」を設

置した。実技体験を取り入れた授業を通じて、伝統文化・技術の

後継者となる人材の育成と、「ものづくりのまち」高岡市民として

の意識の醸成を図り、産業振興に結びつけることが狙いである。

指導の中心は教師だが、実技体験や関係施設見学などには学外

の工芸技術者などを非常勤講師として招いているほか、高岡工芸高校や富山大学芸術文化学部と協同で

題材の開発や指導方法の研究を行っている。従来から人材の質の面では高い評価を受けている高岡市であ

るが、これらの取組は立地企業からも高い評価を受けている。

　また、市内の産業団地内には公的支援機関として「高岡市デザイン・工芸センター」「富山県総合デザイ

ンセンター」「（株）富山県産業高度化センター（第三セクター）」を整備し、立地企業や職人の方々へのデ

ザイン開発やものづくりの支援に取り組んでいる。この取組の成果として、モックアップ制作会社の（株）ウイ

ン･ディー等が同市への立地を決定した。

富
山
県
高
岡
市�

PERSON

LEADERSHIP

FOLLOW UP

PERSON

LEADERSHIP

FOLLOW UP

岐阜県�

長野県�

新潟県�石川県�

富山県�

氷見市�
�

砺波市�

南砺市�

小矢部市�
富山市�

射水市�
高岡市�

高岡市�
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富山県高岡市�

（株）サクセスパートナー�
管理部マネージャー�

荒井 清和氏�

企業�
のコメント�

（株）ウイン・ディー�
専務取締役 落合 三郎氏�

企業�
のコメント�

日本ゼオン（株）�
高岡工場事務課課長�

西田 一茂氏�

企業�
のコメント�

立地企業の実績�

（株）ウイン・ディー�

（株）サクセスパートナー�

（株）タカギセイコー�

日本ゼオン（株）�

（株）オーバル�

モックアップ制作�

コールセンター�

金型プレス製品製造�

光学フィルム・プラスチック光学部品製造�

土木建築建材の研究開発及び販売�

会　社　名� 事業内容� 立地年� 立地面積� 従業員数�

平成13年�

平成16年�

平成16年�

平成17年�

平成18年�

0.4ha   �

518m2
※�

5.6ha   �

17.5ha �

0.2ha �

�

47名�

235名�

55名�

－　�

15名�

産業DATA

　企業誘致並びに既存企業の育成を積極的に推進するため、市長を本部長とする「高岡市企業誘致推進本部」を設
置している。副本部長に副市長、委員には各部長が就き、市長の強いリーダーシップのもと、全庁を挙げて企業誘致・立
地環境等の整備等に取り組む体制を整えている。�
　また、企業情報の収集や戦略的な誘致活動を展開するため、中央で活躍する産学官各分野の本市縁故者を企業誘
致推進委員に、地元経済界の代表を企業誘致推進参与に委嘱するなど、企業誘致推進体制の充実を図っている。�
　担当課は産業振興部工業振興課で14名の人員（経済産業省からも１名出向受け入れ）を擁し、企業誘致・立地環境
整備・企業情報の収集・工業団地の新増設に係る業務等の体制を整備している。�
�

企業立地推進体制�

産業団地�

戸出工業団地�
二塚企業団地�
中田工業団地�
岩坪工業団地�
二塚食品流通業務団地�
四日市工業団地�
高岡オフィスパーク�
中田上麻生工業団地�
手洗野企業団地�
大滝工業団地�

（団地名）�
30.9ha�
5.1ha�
10.0ha�
6.2ha�
5.1ha�
8.2ha�
9.6ha�
1.8ha�
5.6ha�
1.9ha

（規模）�
�

（分譲実績）�

　コールセンターの立地は当初、富山市で考えていましたが、社内的

な事情で断念しました。このことを知った高岡市から市長の本社訪問

をはじめ熱心なお誘いがあったことが決め手になりました。他県では「コー

ルセンターは企業立地助成対象外」とされましたが、高岡市では、富

山県と連携して、新たにオフィス賃借料、通信費、設備等賃借料など

の助成制度を創設していただきました。また、創業当初の入居先から

の移転について市に相談したところ、すぐに調査を開始、仲介してもら

いました。現在のビルは駅前と立地条件も非常によく、人材の確保にも効果的。安定して業務を行っています。�

　立地を決める前の段階から知事や市長、商工労働部長が再三、

本社を訪問され、富山県でデザイン産業開発のコラボレーション

に協力してほしいと要請されました。県と市が一体となった熱心な

要請と「ものづくり・デザインのまちづくり」に共鳴、オフィスパーク

への立地を決めました。土地の取得の際は所有者である中小企

業基盤整備機構との仲介役を務めてもらいましたし、雇用につい

てもほぼお任せのかたち。立地に伴う苦労は、まるで無かったです

ね。現在、当社は隣接したデザインセンターと連携しながらエンジ

ニアの派遣、施設の見学受け入れなど、「ものづくり・デザインのまちづくり」に積極的に協力しています。近い

将来、増設計画も具体化する見込み。当社が開発したデザイン技術を提供できる関連企業の誘致について

も、高岡市と協力して進めていきたいと思っています。�

　平成17年に精密光学研究所を高岡市に立地して以来、高岡市とのご縁はま

すます深くなっています。橘市長は東京本社を何度も訪問されていますし、当社の

経営陣も高岡市へ来るときは必ず市役所を訪問するほど信頼関係がしっかり築

かれています。光学フィルム分野への進出を決めた際も、高岡市への立地に迷

いはありませんでした。既存の工場を核に新工場を建設したわけですが、増設建

物の建築確認や危険物取扱に関わる消防法関連の申請など、積極的に対処し

ていただいたおかげで、光学電子材料工場を予定より早く立ち上げることができ

ました。どんな要請や要望でも、対応はスムーズ。何事も迅速で、アクションの速さ

を実感しています。�

富
山
県
高
岡
市�

PERSON

LEADERSHIP

FOLLOW UP

※テナント入居 �

【製造品出荷額（百万円）の推移】�
590,000�

580,000�

570,000�

560,000�

550,000�

540,000�

530,000

【従業者数（人）の推移】�
21,000�

20,500�

20,000�

19,500�

19,000�

18,500�

18,000�

17,500�

17,000

【立地件数（件）の推移】� 【助成金交付件数の推移（件）】�
20�

15�

10�

5�

0

�

15�

10�

5�

0

工業統計等関連データ�

平成14 平成15 平成16 平成17 平成18 平成14 平成15 平成16 平成17 平成18

平成14 平成15 平成16 平成17 平成18 平成19�
（見込み）�

平成14 平成15 平成16 平成17 平成18

※産業業務施設、テナント企業等含む。�

87社�
2社�
1社�
8社�
16社�
7社�
29社�
2社�
1社�
-

※�

（分譲済み）�
（分譲済み）�
（分譲済み）�
（分譲済み）�
（分譲済み）�
（分譲済み）�
（分譲中）�
（分譲済み）�
（分譲済み）�
（造成中）�
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長野県駒ヶ根市�

どんな無理難題にも、解決策を考え抜く�
企業も驚く磐石のフォローアップを次々と実現�
�

　http：/ /www.ci ty .komagane.nagano. jp /

　ここ数年、敷地規模が1万坪を超え、従業員数も数百名規模の企業誘致がいくつか決まり、地
域の活性化に大きく貢献しています。首都圏と中京圏の中間という地理的条件、また、山と緑に囲
まれ地下水も豊富という自然環境にも恵まれた中で、インフラ整備だけでなくリスクを取って用地の
先行取得を行い、それらを企業の要望に沿って造成してきたことが評価された結果だと捉えています。
人材確保や従業員の方々へのフォローも重要と考え、誘致企業への就職相談窓口の開設や従
業員の方々への住宅確保支援も行っています。その成果として、地域に雇用が生まれ、周辺産業
の受注機会拡大、消費の拡大に結びついて地域経済のパイが拡がり、最終的には市民一人ひと
りが豊かさを実感できるようになっていくことを期待しています。�

前駒ヶ根市長�
中原正純氏�

首長�
のコメント�

全庁横断のプロジェクトチームで大型案件に対応�

人材の確保・育成に、二つの組織を創設�

取
組
の
内
容�

逸話満載・行動力抜群、企業の信頼を勝ち取るフォローアップ�取
組
の
内
容�

●長野県駒ヶ根市�
　長野県の南部、伊那谷のほぼ中央に
位置し、東西に南アルプスと中央アルプ
スの2つのアルプスをのぞむ。中央アルプ
スの伏流水は良質かつ豊か。日照量も豊
富で、寒暖の差は適度、湿度も年間を通
じて約70％と安定している。東京と名古
屋を結ぶ中央自動車道の中間点に位置し、
駒ヶ根ICから東京へは約200㎞、名古屋
へは約140㎞。製造品出荷額は1,576億
円（平成18年）で、対前年比6.4％増。人
口は近年微増傾向にあり､人口増加率は
平成17年、18年と2年連続で長野県内
19市中一位。人口約3万4,000人、面積
は165.92km2。�

長
野
県
駒
ヶ
根
市�

PERSON

LEADERSHIP

PERSON

あえてリスクをとる先行投資で成功率もアップ�

　立地企業が増えてくると雇用ニーズは当然高くなる。駒ヶ根市を含む伊那公共職業安定所管内の有効求人

倍率は1.6倍を超える状況が１年近く続いていた。そこで駒ヶ根市は平成1９年７月、製造業を中心とした地元企

業40社、職業安定所、地元高校、県の技術専門学校、商工会議所と共同で「駒ヶ根雇用対策協議会」を設立。

高校生の地元就職、大学生のＵターン就職、社会人のＵＩターン促進など、総合的な人材確保に務めている。大

学との連携を進めており、就職ガイダンスへの参加等で地元企業からも将来の人材確保に向けて、絶好の機

会を提供してもらえたと好評である。

　また、当地では8月に成人式を行っているが、その時期に地元に戻った学生に登録を促し、企業情報を含んだ

地元情報を「ｉｎｆｏ＠駒ヶ根」として発信するサービスも始めている。

　平成８年には人材育成を実践する「テクノネット駒ヶ根」を立ち上げている。これは、いわば人材育成のため

の異業種集団であり、中小企業の経営者たちが自らの会社経営に必要な勉強会を企画し、経営体質を強化す

るための基礎研究会や実技を中心とした講習会などを開催している。会の運営は民間に任せ、行政は補助金

を提供し、商工会議所と共に事務局として裏方に徹する。この姿勢と取組も、誘致企業から高く評価されている。

　座って待っていてはチャンスはこない。企業誘致も成功のためには、時にはリスクをとる必要がある。駒ヶ根

市では前市長の英断で、市の土地開発公社で用地を先行して取得する、幹線道路など社会基盤の整備を行

うなど思い切った先行投資を行い、早期誘致・操業までの期間短縮に結びつけている。むろん、日頃の取組

にも積極的で、トーハツ（株）の立地の際は同社への初訪問以来、立地決定までの7カ月間に東京本社を含

めて5回もの訪問を行った。この熱意が同社を動かし、他の候補地との競争に勝つ原動力になったのである。

このほか、前市長は誘致交渉の中でポイントとなる時期を的確に把握して企業訪問を実施。また、進出が決ま

った企業へはお礼の意味も含めて県外本社等への訪問を商工会議所とともに行っている。

FOLLOW UP

FOLLOW UP

LEADERSHIP

　駒ヶ根市では、多様なアクションが必要になる大型案件をフルサポートできるよう、「駒ヶ根市プロジェクトチ

ームの設置及び運営に関する規定」を制定した。これに基づき、大型案件については案件ごとに財政・税務・

土地開発公社・建設・水道・農林・消防などから、転入者対策としての市民生活課・生涯学習課までの関係部

課で全庁横断のプロジェクトチームを組み、スムーズな連携を図ることで、迅速な対応を実現している。その結

果が、平成16年に立地したトーハツ（株）、19年秋に操業を開始したトヨセット（株）、造成に着手した日本電産

（株）など、敷地面積1万坪～3万坪、社員数数百名規模という大型立地の成功につながっている。

　誘致企業のフォローアップも企業立地推進室が対応し、公害などの苦情対応に当たっては担当する環境部

局と企業との間を取り持つような動きを行うことも。また商工観光課内には技術者を配置しており、わざわざ建

設部局まで出向かなくても、道路の付け替え等、簡単な問い合わせであれば即時対応できる体制を整えている。

TEAM

TEAM

　「とにかく何から何まで面倒みてくれる」「隣接する市道が曲がっていた

のでまっすぐにしてほしいと言ったら、すぐ対応してくれた」「断るつもりで

無理難題を突きつけたのに、翌朝８時半に門の前に市長が雨が降る中、傘

をさして答えを持って待っていた」「ダメもとで注文したのに、いやな顔ひと

つせず誠実に対応してくれたので、かえって恐縮してしまった」等々、駒ヶ

根市に立地した企業から、こんな驚きと称賛の声が聞こえてくる。企業のど

んな要望にも解決策をとことん探し抜き、見つけたらただちに実行に移す。

これが、駒ヶ根市の企業誘致活動の神髄である。

　駒ヶ根市では企業立地推進室が専任窓口として企業のどんな相談にも

親身に対応するほか、こまめに企業を訪問、率先して企業ニーズの把握や発掘に務めている。また、平成13

年からは年に２回、市と商工会議所の職員が６班のチームを編成して、市内主要企業100社程度の景気動

向を調査する中で、行政や商工会議所に対する要望をヒアリングする。調

査終了後は、調査を担当した職員が商工会議所と合同で報告会を開催、

情報の共有を図っている。

　特に迅速な対応が必要な要望に関しては、調査を終えた時点で即応す

る。担当部課とも連携して有効な解決策を検討し、実行に移すのである。

「自社のＰＲに貢献してくれている」と、多くの企業から喜ばれているケー

ブルＴＶの行政自主放送での企業紹介番組を始めたきっかけも、既存立

地企業からの「企業認知度が低く困っている」との声を受け止めてのもの。

企業紹介を順次放送していくことで、多くの企業に喜ばれる新しい支援策

を実現したのである。

岐阜県�

富山県�

愛知県�

山梨県�

群馬県�

埼玉県�

長野県�

駒ヶ根市�

飯田市�
�

伊那市�

駒ヶ根市�

塩
尻
市�

�

箕輪町�

宮田村�
�

松川町�

高森町�
豊丘村�

大鹿村�
�

上松町�
�

喬木村�

木曽町�

大桑村�
� 上伊那郡�
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長野県駒ヶ根市�

カサイテクノ（株）�
専務取締役 瀧本 好美氏�

企業�
のコメント�

ナパック（株）�
常務取締役 田畑 宏喜氏�

企業�
のコメント�

平和産業（株）�
駒ヶ根事務所�

所長 垂水 徹夫氏�

企業�
のコメント�

立地企業の実績�

（株）豊年屋�

トーハツ（株）�

平和産業（株）�

トヨセット（株）�

日本電産（株）新・長野技術センター�

ごま加工販売�

輸送用機械器具製造�

輸送用機械器具製造�

家具装備品製造�

電子部品・デバイス製造�

会　社　名� 事業内容� 立地年� 立地面積�従業員数�

平成15年�

平成16年�

平成17年�

平成17年�

平成18年�

0.3ha�

9.3ha�

0.7ha�

2.4ha�

3.5ha

12名�

492名�

29名�

90名�

300名�

産業DATA

　企業誘致を推進する体制として、平成18年4月から商工観光課内へ企業立地推進室を設置して職員配
置を行っている（現在3名）ほか、専門性を有する課外職員4名を兼務として配置し、全庁あげての推進体制
を整えている。専任3名、他部局との兼務が4名体制。兼務4名の役割は、土地対策担当1名、林務担当2名、
契約及び市有財産管理担当１名の構成である。�
　さらに大型の立地案件については、関係部課による全庁的なプロジェクトチームを組織することにより推進
している。�
�

企業立地推進体制�

産業団地�
上の原農工団地�

大田原農工団地�

北の原農工団地�

中山原工業団地�

下平農工団地�

（団地名）�

8.9ha�

13.1ha�

3.8ha�

3.7ha�

7.3ha

（規模）�

9社（分譲中）�

3社（分譲済み）�

1社（分譲済み）�

1社（分譲済み）�

 ー （分譲中）�

（分譲実績）�

　当社は、平成18年にカサイ製作所の省力化機器事
業部が分社化して設立しました。平成13年当時、宮田、
飯島、駒ヶ根の3市町村のなかで用地を探しましたが、
市の対応が良かったこと、立地条件がいいことから現
在地に決定しました。現在地は信濃毎日新聞社の所
有地でしたが、市の開発公社を通じて容易に購入する
ことができ、また3カ月という短期間で取得できました。
　当初の計画では、下水は浄化槽で対応するつもりで

したが、農業集落排水で引き受けてくれ大変助かりました。立地後も市の担当職員が頻繁に訪問してく
れ、また各種展示会をはじめさまざまな催しの案内やお誘いをしてくれます。当社でも、何か要望があると
きはすぐ担当の商工観光課にお願いをしています。�

　駒ヶ根市内で起業し、市内の2箇所で操業していました。
2工場が手狭になり市役所の紹介で現在地へ移転しまし
た。複数の候補地を検討したのですが、駒ヶ根市がベスト。
市長じきじきお誘いを受けましたし、空き工場で価格も手
頃と好条件が揃っていました。資金面でも市の融資制度
を活用できたことが決め手になりました。移転に際しても、

市の対応はまさに「面倒をみてもらった」という感じです。排水設備の利用に当たっては地元住民の合意
が必要だったのですが、市の担当職員がよく動いてくれ、合意を取りまとめることができました。また市に「雇
用対策協議会」があり、人材確保に協力してもらえるのも企業としてはありがたいことだと思います。立地
から丸3年経過しましたが、今も市と頻繁に情報交換しています。今後も、続けて行きたいと思っています。�

　駒ヶ根市に関心をもったキッカケは、市からのDMでした。市の立地
条件や環境も気に入りましたし、熱心に誘致活動をしていただき、事
業所設立に踏み切りました。当社の主要なお客様が名古屋、岐阜に
あるため、東京との中間地点にあたる駒ヶ根は理想的な位置にありま
すね。優遇制度についても市から丁寧な説明がありキチンと対応して
くれる、市道の取り付けが悪いので相談したらすぐまっすぐにしてくれる
など、とにかく対応は親身でスピーディです。拡張計画で道路をはさん

だ向かい側の土地を確保するときも、市の担当職員が地権者との交渉を引き受けてくれました。当事業
所では幹部社員をのぞくと社員はほぼ全員現地採用。人材確保の面でも大変お世話になりました。�
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【製造品出荷額（百万円）の推移】�

170,000�

160,000�

150,000�

140,000�

130,000�

120,000�

110,000�

100,000

【立地件数（件）の推移】� 【住基人口（人）】�
34,200�

34,000�

33,800�

33,600�

33,400�

33,200�

33,000

�

【従業者数（人）の推移】�

5,400�

5,200�

5,000�

4,800�

4,600�

4,400�

4,200�

4,000�

3,800�

3,600�

3,400

5�

4�

3�

2�

1�

0

工業統計等関連データ�
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長野県佐久市�

「子育て支援都市」を堂々と宣言�
 働く人の生活環境の充実を最重要課題として取り組む�

　http：/ /www.ci ty .saku.nagano. jp /

　今回選定をいただいた一番大きな要因は、子どもを夜7時まで無料で預かる児童館整備事業によって

市民が安心して働くことができる点が評価されたのだと思っています。企業で働く方々が、企業の厚生事

業だけでなく、市町村も巻き込んだ地域としての生活支援を求めていることを、行政としていち早く察知し、

フォローアップできたことが良い結果として現れたと感じています。�

　今後は、現在の佐久市を中心とした佐久地域で、企業立地促進法に基づく基本計画を策定中ですの

で、これまで進めてきた総合的なインフラ整備の強みを活かす中で、高度加工組立関連産業、輸送用機

器関連産業、環境・福祉・健康関連産業の誘致を推進していきます。中でも太陽光発電関連企業につ

いては、佐久市の晴天率の高さが適していることから、さらに積極的に進めたいと考えています。�

佐久市長 三浦 大助氏�

首長�
のコメント�

　佐久市では市の将来構想や財政状況、企業誘致による経済効果等を慎重に検討しながら計画的な用地
確保を進めている。企業の土地取得希望も重要な判断材料であり、立地を希望する企業のニーズには迅速
に対応している。用地の確保に当たっては、職員が地権者と積極的に買収交渉を行っており、これが分譲価
格の低減と立地企業の経費節減につながっている。工業団地の整備には税制優遇策のある農工法等を活
用して平成元年以降５団地を整備したほか、県にも積極的に働きかけつづけてきた。この結果、現在流通業
務団地を含む13の工業団地で約160社が操業中で、田園都市から田園工業都市へと順調に発展している。
佐久市はバブル期でも慎重な姿勢を崩さず、市の総合計画に基づく企業ニーズに対応した整備を進めてき
たため、塩漬けや不良債権化した用地はゼロ。分譲価格についても適正な価格の見直しを行っている。
　企業誘致の経済効果を正面から見据える佐久市では、用地の確保と市内外の企業誘致を専門に行う「産
業立地推進室」を設置、団地の造成から誘致活動、立地企業の操業まで一連の流れをトータルに支援する
万全の体制を採っている。専門部署が庁内における各種許認可手続きをサポートすることで、立地企業の操
業までの時間短縮を可能としているのである。特に担当部署の多い開発許可手続きについては、担当者同
士の連絡を密にし、迅速な対応を実現している。
　また、立地企業にとって重要な、雇用や技術支援を行う「産業振興センター」を商工課内に設け、かつてＴ
ＤＫ（株）に在籍し特許関係に明るい２名の専門アドバイザーが特許申請手続の指導などを行うほか、各種セ
ミナーなどの情報についても企業訪問の際にお知らせする体制をとっている。

買収交渉は職員が担当、指針の堅持で不良債権化した用地ゼロ、�
専門性に特化した2つの部署で、迅速にサポート�

取
組
の
内
容�

PR作戦のリーダーは市長�

取
組
の
内
容�

●長野県佐久市�
　長野県の東の玄関口に位置し、県内
で最も東京に近い。北に浅間山、南に
八ヶ岳をのぞみ、南北に千曲川が貫流
する高原都市である。全国でも有数の
日照時間と地震などの災害が少ない強
固な地盤をもつ。鉄道では長野新幹線
佐久平駅、クルマなら上信越自動車道
佐久ICと首都圏とのアクセスも良好。中
部横断自動車道佐久南・長土呂・中佐都・
切原（仮称）ICの工事も進んでいる。県
営団地を含め13の工業団地が整備され、
製造品出荷額は2,254億円（平成18年）
にのぼる。人口約10万人、面積は約
423km2。�

長
野
県
佐
久
市�

LEADERSHIP

INFRA
STRUCTURE

FOLLOW UP

新潟県�

岐阜県�

富山県�

愛知県�

山梨県�

群馬県�

埼玉県�

長野県�

佐久市�

LEADERSHIP

INFRA
STRUCTURE

企業誘致の鍵は、働き手が安心して働ける環境の整備�
働き手の生活支援による企業誘致を�

FOLLOW UP 　人口を増加させるには、企業誘致が効果的である。それによって

人が増え、税収も増え、雇用の安定が図られるからである。佐久市は、

新幹線、高速道路といった高速交通網の整備により、企業誘致に

努めてきた。しかし、それに満足することなく、働き手が安心して働

ける環境の整備を進めることが企業誘致に必要であるとして、高

齢者サービス、子育て支援といった福祉施策に力を入れている。

企業にとって、働き手の確保は立地の絶対条件であるし、働き手が

安心して働ける環境整備としての福祉の充実は企業誘致に非常

に重要となる。こうした観点から、佐久市は安心して子どもを生み育てられる地域社会の構築を最重要課題

として位置付け、平成18年３月に「子育て支援都市」を宣言した。

　113のメニューと驚くほど豊富な「子育て支援事業」の中でも、佐久市が地域の子育て支援ネットワーク

の核として、また地域の子育て支援の拠点として力を入れているのは、児童館の建設・運営事業である。佐

久市では市内16の小学校区と遠距離通学区に児童館の建設を計画、すでに15の児童館が開設済で16館

目の望月児童館も平成19年度中に開設。１日平均900名を超える子どもたちが放課後の時間を安全に過ご

している。これらの児童館では市内居住者なら誰でも無料で利用でき、専門の職員に「平日は夜７時まで」「土

曜日と長期休暇中は夕方６時まで」子どもをみてもらえるため、子育て中の若い夫婦に喜ばれている。若い共

働きの夫婦が働きやすくなる仕組みが定着していることなどから、佐久市では合計特殊出生率も全国値に比

べて高く推移している。佐久市はまた、今後の大きな問題となる高齢者の支援にも注目、94のメニューをも

つ「高齢者支援事業」を行っている。

　こうした手厚い支援策は、立地企業にも大変好評で、「企業の福利厚生事業ではカバーできない部分を

市が地域の生活支援としてやってくれている。社員が安心して働ける」と立地の決定や佐久市への好感度

アップにつながっている。

　三浦大助市長は、20年の長きにわたり佐久市の発展に尽力し、就任当初から生活環境の整備の重要性
を市民に問いながら多くの都市計画事業等を実践、成功に導いてきた。就任して最初に取り組んだことは、
ようやく工業都市への変革の道を歩みだしたばかりの農村都市にあって、誰もが驚く全戸水洗化計画の呼
びかけであった。現在では水洗化率93％にまで整備が進み、全戸水洗化も視野に入っている。結果的にこ
の全戸水洗化によって住環境の整備も進んだことから、当初は大変脳卒中による死亡率が高かった当地域
において、急速に脳卒中による死亡率が低下している。市内には市立の浅間総合病院と農村医学で全国
的にも有名な佐久総合病院が立地しており、現在では全国一の長寿県といわれる長野県にあっても特に平
均寿命が長い街として平成18年には健康長寿都市宣言をした。
　また、高速交通網の整備の重要性を唱え、全市民一丸となっての誘致活動
により、高速道にあっては上信越自動車道佐久ICが平成5年に供用開始となっ
たほか、中部横断自動車道についても現在、仮称長土呂・中佐都・佐久南・切
原ICの供用開始に向けた工事が進められており、近い将来市内に5箇所のIC
ができることで、よりいっそう利便性が高まることが見込まれている。
　企業誘致対策においても、高速交通網の結節点としての優位性や生活支
援による環境整備等の総合インフラを最大限に活用し、県営工業団地を含め工業団地を4箇所整備したほ
か、流通業務団地も一箇所整備し、平成元年以降、バブル崩壊後の厳しい状況下で工業団地に31企業、流
通業務団地に20企業の誘致を実現してきた。
　三浦市長は、出張の際にはどんぐりをポケットに入れていき、訪問先などで「熊のえさですが」などと話を
切り出し、地方都市としての自然環境の豊かさを話すとともに、東京へのアクセスの便利さや生活支援が充
実している点など、佐久市の魅力について先陣を切ってアピールしている。平成10年に立地した樫山インス
ツルメンツ（株）は、賀詞交換会に出席した際に市長と同社の社長との間で用地確保の話がまとまり、スピー
ディな立地につながったという逸話もある。
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長野県佐久市�

樫山工業（株）�
 現樫山スノーテック（株）相談役�

徳武 一巳氏�

企業�
のコメント�

双信電気（株）�
長土呂工場�

管理本部人事総務部部長�

宮坂 秀明氏�

企業�
のコメント�

TDK（株）�
千曲川テクノ工場�

桜井 章夫氏�

企業�
のコメント�

立地企業の実績�

樫山インスツルメンツ（株）�

（株）コックス�

（有）伴野�

樫山インスツルメンツ（株）�

コアスタッフ（株）�

スペースエナジー（株）�

ホクト（株）�

（株）鎌倉製作所�

真空ポンプ製造�

 総合印刷業�

 麺類製造�

 真空ポンプ製造�

 半導体卸�

 シリコンウェハー製造 �

 きのこ生産�

 産業用換気装置�

会　社　名� 事業内容� 立地年� 立地面積� 従業員数�

平成10年�

平成13年�

平成13年�

平成18年�

平成18年�

平成18年�

平成19年�

平成20年�

�

1.3ha�

0.2ha�

0.2ha�

1.0ha�

0.2ha�

3.7ha�

8.7ha�

3.6ha

162名�

15名�

9名�

50名�

5名�

144名�

85名�

20名�

産業DATA

　企業誘致を専門的に行う産業立地推進室（誘致専門の３名体制、長野県東京事務所にも１名派遣）を
設置し、団地造成・誘致・操業までの、一連の流れに対する支援に万全な体制をとっている。さらに、立地企
業にとって重要な雇用や技術支援を行う産業振興センターを商工課内に設置し、専門のアドバイザーによる
支援を行っている。また、副市長が企業立地の陣頭指揮を執ることにより関係部署間の企業立地支援・庁
内調整体制にも万全を期している。�

企業立地推進体制�

産業団地�
三河田工業団地�

長土呂工業団地�

西屋敷工業団地�

新町工業団地�

小田井工業団地�

リサーチパーク�

宮川工業団地�

岸野工業団地�

離山南工業団地�

十二川原工業団地�

（団地名）�

34.4ha�

14.7ha�

23.5ha �

2.3ha�

14.5ha�

44.1ha�

0.7ha�

3.0ha�

11.8ha�

2.7ha

（規模）�

　  62社（分譲済み）�

　  15社（分譲済み）�

　    2社（分譲済み）�

　    1社（分譲済み）�

　  15社（分譲済み）�

　    9社（分譲済み）�

　    2社（分譲済み）�

  　  3社（分譲済み）�

　    4社（分譲中）�

 実績なし（分譲中）�

（分譲実績）�

　自動車産業と建設機械産業の急成長に伴い当社の生産量も大
幅に伸び、自動車向け軸受けブッシュの生産量は国内トップクラスに
なり、従業員も200名を超えました。このため新たに用地を確保したい
と佐久市に相談に行ったところ、工業団地の紹介を受けました。最終
的に決めた土地は、19筆･17名と地権者が複雑でしたが、担当者の方々
が夜中の1時～2時まで地主さんと交渉してくださったおかげで買収
することができました。用地は、国道から700m入ったところで、大型トラッ
クが入れなかったため、市に道路をつくっていただきました。昨今の事

例では、昨年導入された土地購入・建物・機械設備導入に対する補助金制度は企業にとってありがたいも
の。雪対策を早めにしていただくなど、市の迅速な対応には感謝しています。これからもサービス機関として
活躍してほしいと思っています。�

　佐久市は年間日照時間が多く、太陽光発電施設の拡大に適している
と立地を決めました。また雪が少なく、湿度が低いなど、環境面でも良好だ
と評価できます。立地に当たっては、市に全面的に協力していただきました。
許認可関係でも担当者のフットワークが軽く、市の対応も非常によいとの
印象をもちました。親身で面倒みがよいというのが、率直な感想です。千
曲工場では排水施設の改善にご協力をお願いしたところ、快く対応して
いただき大変感謝しています。また、固定資産税などの補助が受けられる
ことも、企業としてはとても助かりますね。「子育て支援」をはじめ、市の政

策には関心と期待を持っています。今後も、厚生・商業・環境など、さまざまな分野での施策をいっそう充実、整
備していただきたいと思います。�

　佐久市を候補地として選定したのは、水と空気がキレイで自然の豊か
な環境が磁気テープの製造拠点に最適だったためです。市の熱心なお
誘いとご支援を受け、佐久市に決定。その後、事業拡大の際も市の協力
で、市内2カ所に工場を建設しました。佐久市は新幹線をはじめ、上信越
道など高速交通網の整備が進んでおり、環境は立地当時よりさらに充実、
大きく向上していると思います。企業の担当窓口も一本化され相談しや
すくなりましたし、対応もスピードアップしています。廃水処理施設の修理
などにも迅速に対応していただいたことには感謝しています。社員の立場
でいうと、子どもを7時まで預かってくれる児童館があることは大変助かりま

すし、十分評価できる事業だと思います。こうした充実した生活支援に加え、佐久市は地震・台風など自然災害
が少なく、危ない断層もない。長く立地していくには最適な地といえます。�
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工業統計等関連データ�
【製造品出荷額（百万円）の推移】�
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【従業者数（人）の推移】�
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【立地件数（件）の推移】� 【人口の推移（国勢調査）】�
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�

平成14 平成15 平成16 平成17 平成18 平成14 平成15 平成16 平成17 平成18

平成15 平成16 平成17 平成18 平成19 昭和60 平成2 平成7 平成12 平成17
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長野県�

愛知県�三重県�

滋賀県�

福井県�

石川県�

富山県�

瑞浪市�

岐阜県�

岐阜県瑞浪市�
　http：//www.city.mizunami.gifu.jp/

　瑞浪クリエイション・パークは極めて短期間で全区画への立地が決定していますが、これは前市長を

はじめ、これまで関わってきた市職員・中小機構などの連携が全てうまく行った結果だと認識しています。

引き続き、産業経済振興施策の中で企業誘致を重点課題と位置づけて、力を入れてまいりたいと思

います。自主財源の確保のためには既存産業の活性化に加えて新たな企業誘致が必要であり、少子

化対策のための人材育成と並んで重要なテーマと考えています。�

　企業サイドからの用地への需要は依然旺盛で、そのための用地開発にも力を入れていきたいと考え

ております。�

瑞浪市長 水野 光二氏�

首長�
のコメント�

県下でもトップクラスの優遇措置もアピールポイントに�
�

取
組
の
内
容�

前市長の言葉が最高の企業誘致アナウンス効果を生み出す�取
組
の
内
容�

●岐阜県瑞浪市�
　岐阜県の南東部に位置する面積
175km2、人口約4万2,000人の都市。愛
知県豊田市とも隣接しており、瑞浪市の
中心部にJR中央線、中央自動車道、国
道19号線などの交通機関が通っている。
いずれも名古屋都心部へ60分圏内とア
クセスにも恵まれている。もともと陶磁器
関連産業やブラウン管製造業等が盛んで、
平成3年には製造品出荷額1,100億円に
達した。しかしその後、企業の製造部門や
陶磁器関連産業の撤退・倒産などにより
平成18年の製造品出荷額は406億円と
ピーク時から半減し、産業の再興がさし迫
った課題となっている。�

市が主体となって「瑞浪クリエイション・パーク」の敷地を整備�

　立地企業に対して実施された優遇措置は主に次の3点。基本的な枠組

みはもともと存在していたが、瑞浪クリエイション・パークの整備とともに拡

充させた。対象は当該地への進出企業に限らず、市内全域の企業を対象

としている。

①事業所等設置奨励金･･･固定資産税・都市計画税相当額を5年にわた

り交付する。1～3年目には100％交付、4年目60％、5年目40％。

②事業所等賃借設置奨励金･･･賃借料（土地・建物）に含まれる固定資産

税・都市計画税相当額を事業所等設置奨励金と同様に交付。

③雇用促進奨励金･･･市民の新規雇用者が操業開始後1年以上継続勤

務した場合、1名につき15万円を交付。

　このような県下でもトップクラスの優遇措置を設けるとともに、広報誌等で操業した企業の紹介を行い、ま

た職を求める市民に対しては、ハローワークとも連携して求人情報の発信をしている。

　企業誘致活動の中心人物が高嶋前市長である。独自の経営感覚を持ち、地域振興整備公団（現・独立

行政法人中小企業基盤整備機構）や岐阜県に積極的に働きかけて市内初の産業団地「瑞浪クリエイション・

パーク」の事業化を実現させた。当団地は、新技術・新製品の開発、新分野への進出を図る中小・ベンチャー

企業を支援するために計画された事業用地であり、平成13年に全庁的な企業立地推進室を組織してインフ

ラ整備に関する技術職員を結集し、特命事項として取組を開始した。

　前市長の挨拶には、「雇用の場の創出」「産業構造の複合化」「産業振興は福祉の糧」などの信念が

常に盛り込まれており、こうした言葉が誘致アナウンス効果をもたらし、産業団地の分譲開始の頃には周辺

から「明るい話題の瑞浪市」といわれるようになり、やがて「元気な中部」という背景も相まって、当団地の

存在についても周知されるようになった。

　このトップセールスの実際とは、何か特殊で先進的活動を行うというよりも、実にオーソドックスなものであっ

た。着実な企業訪問を繰り返して、東海環状をはじめとする整備された道路網や豊田市とも隣接する当地

の立地面での優位性、またそれに加えて住環境も恵まれているという点を

PRするという「地の利を生かした着実な活動」を重ねていくものであった。

こうした地道な努力が実って、瑞浪クリエイション・パークの分譲地は現在、

19区画が完売、進出企業は16社に及び、既に10社が操業を開始している。

進出企業は、制御機器製造業、食品加工からフィルム製造、医薬品製造

等と多岐にわたり、当初の整備目的である当地での新事業開拓に見合っ

た状況となっている。

　そして、現在は水野光二市長へとバトンが渡されており、今後は進出企

業へのフォローアップ体制や、更なる産業団地開発等への期待が高まっ

ているところである。
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 地の利を生かした着実な企業誘致活動とトップセールスで�
「瑞浪クリエイション・パーク」を早期に完売�
�
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　美濃焼きの産地としても有名な同市であるが、陶磁器関連産業の倒産などで産業再興が急務となったこ

とから、「みずなみ焼」のブランド化など他産地との差別化を図ってきており、デザイン面では海外での評価

も高まるなど一定の評価も上がってきている。しかし、当時は全国的に産業団地の不振が取沙汰される時期

であり、あえて団地整備を決断するにはかなりの勇気が必要であった。「瑞浪クリエイション・パーク」の事業

主体は中小機構であったが、用地買収等は市で担当することになっていた。当該団地開発には大規模用地

買収を要したために、広大地の分筆、地元調整、不在地主や

相続未登記物件調査、各筆測量等、作業も多岐にわたったが、

市の地籍調査事業と合わせて処理するなど効率的な方法で数々

の課題をスピーディにクリアしていくことができた。また、分譲

可能な単価設定に持っていくために、道路・雨水幹線・上下

水道・公園等の団地内のインフラも市の公共事業で集中的

に実施し、コスト低減に努めたことで、進出企業の要望に沿え

る価格設定が可能となった。一方で、閉鎖型になりがちな場

内道路を市街地と周辺を結ぶ通過道路として整備するなど、市民の利用にも配慮することも忘れていない

ことは注目に値する。

LEADERSHIP

多治見市多治見市�多治見市�

中津川市�

瑞浪市�
恵那市�

土岐市�

可児市�

川辺町�

七宗町�

八百津町�
�

白川町�

御嵩町�
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岐阜県瑞浪市�

東山フイルム（株）�
管理部総務人事課�

杉山 武司氏�

企業�
のコメント�

（株）ハナノキ�
製造本部瑞浪工場長�

大西 政浩氏�

企業�
のコメント�

新日本印刷（株）�
執行役員・瑞浪工場長�

馬場 元三氏�

企業�
のコメント�

立地企業の実績�

日本バルブコントロールズ（株）�

新日本印刷（株）�

（株）アストリム�

（株）ハナノキ�

（株）十味惣�

大澤ワックス（株）�

楠本化成（株）�

東山フイルム（株）�

アスゲン製薬（株）�

エーティー技研（株）�

バルブ製造組立て�

印刷物製造�

健康食品・栄養補助食品製造�

米穀加工・米穀加工食品製造�

水産練り製品製造�

油脂製品、プラスチック容器製造�

各種製品信頼性試験受託�

工業用フイルム加工�

医薬品・健康食品製造�

断熱材、建物ダクト用材料製造�

会　社　名� 事業内容� 立地年� 立地面積� 従業員数�

平成17年�

平成17年�

平成17年�

平成18年�

平成18年�

平成18年�

平成18年�

平成19年�

平成19年�

平成19年�

1.3ha�

1.0ha�

0.6ha�

0.6ha�

1.6ha�

0.7ha�

0.6ha�

3.4ha�

1.1ha�

0.5ha

8名�

26名�

50名�

11名�

105名�

6名�

5名�

30名�

30名�

12名�

産業DATA

　平成13年に全庁的な企業立地推進室を組織して、インフラ整備に関する技術職員を結集、特命事項とし
て取組を開始。平成14年には、企業誘致専門の企業誘致室を設置して、産業団地にかかるすべての情報を
集約する体制を整備。�

企業立地推進体制�

産業団地�

瑞浪クリエイション・パーク�

（団地名）�

15.3ha

（規模）�

16社（譲渡7社、賃貸借9社）（分譲済み）�

（分譲実績）�

　名古屋本社と岐阜恵那工場との中間位置という利便性を重視し

ました。さらに、土地が切り土で地盤が良いこと、前市長と社長が意

気投合したなどの理由が挙げられます。用地確保に当たっては他市

も検討しておりましたが、対応面で瑞浪クリエイション・パークの方が勝っ

ており、前市長や企業誘致室の担当者からの熱心なアプローチもあっ

て、同市への立地を決めました。許認可手続きについても、迅速、適

切で問題はありませんでした。また、県や市の優遇制度を受けること

ができたのも満足しています。今後も市のフォローアップ等、熱意ある対応を期待しております。�

　平成17年に瑞浪クリエイション・パークの視察招待を受けたこと

がきっかけとなり、真剣に検討することになりました。その後、前市長

と、瑞浪クリエイション・パークの事業者である中小機構からの熱心

な勧誘をいただき、立地を決断しました。中央高速道へのアクセス

面や公共下水整備が充分に整っていたことも決め手になった理由

として挙げられます。ワンストップサービスなど手続き方面のフォローアッ

プ等は、中小機構でも熱心に動いてくれて満足しています。また、優遇制度につきましても県や市の制度の

説明があり、満足いく内容でした。�

　瑞浪クリエイション・パークの事業者である中小機構の「瑞浪クリエ

イション・パーク」関連のアンケート調査がきっかけとなり、その後、前市

長からの熱心な勧誘を受けて、進出を決断しました。同団地の第一号

立地企業となり、現在では瑞浪クリエイション・パーク企業連合会の会

長も務めております。実務的な面では、土地の確保から許認可に関わ

る手続き等で中小機構に仲介の労をいただき、迅速に対応していただ

きました。現市長に交代してからも引き続き、新市長の姿勢、きめ細か

なフォローアップ等今後の体制作りに期待しております。�
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工業統計等関連データ�

【製造品出荷額（百万円）の推移】�

70,000�

60,000�

50,000�

40,000�

30,000�

20,000�

10,000�

9,000

8�

7�

6�

5�

4�

3�

2�

1�

0

【立地件数（件）の推移】� 【中央自動車道瑞浪IC利用台数】�
2,300,000�

2,200,000�

2,100,000�

2,000,000�

1,900,000�

1,800,000�

1,700,000

�

【従業者数（人）の推移】�

4,500�

4,000�

3,500�

3,000�

2,500�

2,000�

1,500�

1,000�

500�

0
平成14 平成15 平成16 平成17 平成18 平成14 平成15 平成16 平成17 平成18

平成15 平成16 平成17 平成18 平成14 平成15 平成16 平成17 平成18
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京都府�

岐阜県�

愛知県�

伊勢湾�

滋賀県�

奈良県�

和歌山県�

三重県重県�三重県�

四日市市�

三重県四日市市�
　http:/ /www.city.yokkaichi.mie.jp/syoukou/index.shtml

　今年は、四日市市が市制を施行して111周年になる記念すべき年です。歴史の中で、過去の四日市公害を
忘れることはできません。その苦難を乗り越え、市民と一体となって環境改善に取り組み、私や職員達の名刺に
「きらめく自然 ときめく四日市 ホタルとコンビナートの競演」と書いてあるように、蛍の棲むまちを実現しました。�
　これからは環境と産業との共生が大事なテーマです。産業において四日市は地理的に優位性があり、中
部のものづくり圏の一翼を担っております。天然の良港もあります。道路網も整備され、対岸には中部国際
空港もあります。陸海空の接点がある産業のまちと言えます。また、四日市市は昔からの穀倉地帯でしたが、
農業の再生も思い切った手を打たないと再生できません。職員たちには「人に頼ることなく、自分たちで考
えろ。」と言っています。�
　このような時期に多くの市町村の中から「企業立地に頑張る市町村20選」に選ばれ、本当にうれしく思います。�

四日市市長 井上 哲夫氏�

首長�
のコメント�

産業経済活性化推進本部の設置と一括窓口でのフォローアップ�

取
組
の
内
容�

コンビナートの再生に向けて市長を筆頭に全市をあげて取り組む�取
組
の
内
容�

●三重県四日市市�
　三重県北部の名古屋圏と関西圏を結
ぶ結節点に位置している。名古屋までは
約40km、鉄道で30分の距離。�
　臨海部のコンビナートには石油化学関
連の素材・部材産業が集積し、内陸部に
は加工組立産業が多く立地して、川上から
川下の産業までが近接地に集積している。
加工組立産業を支える金型、鋳造、切削
などで独自技術を持つ中小企業も多く、分
厚い産業集積を形成している。製造品出
荷額は2兆4,837億円（平成18年）で、近
年増加傾向にある。人口約31万人、面積
は約206km2。�

重厚長大型から高付加価値型への転換�
～見えてきた四日市コンビナート再生の方向性～�

　これまでは臨海部のコンビナートにおける重厚長大型産業を産業の根幹としてきたが、近年は高付加価値

型産業構造への転換を積極的に推進している。今後は新規産業の創出や市内に立地する事業者の新技術・

新商品開発に向けた活動を支援・誘発するとともに、競争力のある新規事業を有した企業を積極的に誘致し

たいと考えている。

　こうした方針に基づき、新たな設備投資を円滑に誘導するために必要となる事業用地の確保、諸規制にか

かわる行政手続きの迅速な処理、必要となる周辺インフラの整備などの業務を短期集中的に推進する目的で、

「産業経済活性化推進本部」（本部長：市長）を設置している。

　また、平成18年に進めた大型企業誘致の際には、企業立地プロジェクトチーム（チームリーダー：商工農水

部長）を設置し、下部組織に推進チームと特命チームを置き、立地企業の状況把握、課題・問題点の把握、フ

ォローアップを常に意識した活動を行い、誘致に成功した。個別案件については工業振興課が一括窓口とな

り、関係部署や地元住民などとの調整をスピーディーに図る一方、各企業に共通する課題・問題点について

は関係企業・行政機関による検討会などで共通認識を得た上で、課題解決に努めている。

　なお、三重県とは相互に情報提供を綿密に行い、連携したセールス活動を行っている。大型の設備投資が

決定した際には、設備投資を円滑に誘導するために必要となる諸規制の処理から企業立地奨励金などの優

遇制度の紹介に至るまで、三重県職員と連携して迅速に対応している。

　これまで臨海部のコンビナートにおける重厚長大型産業を産業の根幹とした工業都市として発展してき
た四日市市だが、バブル崩壊の頃からコンビナートの空洞化が目立つようになってきた。平成元年に100億
円を超えていた法人市民税は、平成13年には50億円程度に落ちこんでしまった。井上哲夫市長は言う。「市
長に就任して間もない頃だった。『四日市市、交付団体に転落。』と新聞にデカデカと書かれてしまった。
今でも覚えている。」これに危機感を覚えた市長は、以来、市の財政再建を断行すると同時にコンビナート
の再生を最優先課題として取り組んできた。
　まず市長自ら、コンビナート企業を訪問し、ご用聞きに努めた。コンビナートの工場と東京本社の両方を
自ら訪ねた。市長のトップセールスはもう10年来続けている。毎年、毎年コンビナート企業の本社を訪ねる。
10年も続けると、当時の工場長であった人が本社で幹部ポストに就いている。企業詣でを始めたころはア
ポ取りも大変であったが、今では市長が本社に行くと言うと、企業側から社長や会長との面談をセッティン
グしてくれるようになった。企業から得られる情報も段々変わってきた。�
　もちろん、企業訪問を行うのは、市長だけではない。担当部長、担当課長、担当職員も積極的に企業訪
問を行うことで誘致に成功してきたのだ。
　井上市長は言う。「市の職員それぞれが、企業のしかるべきレベルの人に会いに行き、コミュニケーショ
ンをとることが大切だ。」
　平成18年、四日市市の法人市民税は75億円程度まで回復し、不交付団体に返り咲いた。

三
重
県
四
日
市
市�

臨海部の再生に向け、重厚長大型から�
知識集約型産業構造への転換を図る�

市長肝いりの「高度部材イノベーションセンター」の開設�

　四日市市の財政再建を最優先するため、辛抱し、これまで一切箱ものを作らなかった市長が既存建物を改
修して唯一作ることを決断したのが、「高度部材イノベーションセンター」だ。イノベーションセンターの開設
に当たっては、市長自ら、知事や大学教授等と同行し、3年かけてカナダ、ドイツ、スイス等の先進地視察を行
う気の入れようだ。
　コンビナート企業の研究開発機能の集積を活かし、企業同士の交流や、研究者などのネットワークによっ
て共同開発を促進し、コンビナートの高付加価値化を支援するイノベーションセンターは、企業立地促進法
による支援も受けて、この3月に開設した。特に、企業や大学のサテライト研究室や、人と人との交流、若手技
術者の育成など、イノベーション創出の核となる施設として運営される。
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INFRA
STRUCTURE

FOLLOW UP

ASSIST

ASSIST

四日市市�

桑名市�

いなべ市�

鈴鹿市�亀山市�

木曽岬町�東員町�

菰野町� 朝日町�
川越町�

　平成11年、コンビナートの再生に向けて、四日市市はこれまでほと

んど接触がなかったコンビナート企業との対話を頻繁に行うようになる。

コンビナート企業との対話の中から生まれたのが、既存企業の新規

設備投資の誘発や新規産業の誘致を積極的に進めるため、新たな

設備投資を支援する企業立地奨励金制度だ。平成12年から施行し

た同奨励金による設備投資の総額はこれまでに約3,600億円に達し

ている。

　平成13年5月、四日市市臨海部工業地帯再生プログラム検討会を、

コンビナート企業10社（のち14社）と国、三重県、三重大学、商工会議所等で組織し、企業との対話を本格

化させた。「これまでどおりの製品を作っていたら、コンビナートの競争力は保てない。」、「コストではアジア

には勝てない。」、「研究開発機能を充実させ、高品質でより競争力のある製品を作ろう。」と毎月1回行う同

検討会で提案された四日市再生の方向は、高付加価値型産業構造への転換であった。四日市市のミッショ

ンは、企業のそうした動きを後押しすることだ。

　平成15年4月、国の提唱する構造改革特別区域計画として、新たな産業の集積と展開を目指した「技術

集積活用型産業再生特区」の認定を受けた。それにより、石油コンビナート等災害防止法におけるレイアウ

ト規制の特例措置等が、企業の操業環境を向上させた。

　平成15年8月に制定した、新たな研究開発拠点の形成を支援する民間研究所立地奨励金制度は、既存

事業所や新規立地企業が、新設又は増設を行う研究施設・設備、及びその研究に従事する研究者に対して、

奨励金を交付するのが特徴だ。
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三重県四日市市�

株式会社東芝 �
四日市工場 工場長　�

戸澤 周純氏�

企業�
のコメント�

企業�
のコメント�

立地企業の実績�

アシストV（株）四日市工場�

タカラバイオ（株）�
ドラゴンジェノミクスセンター�
�

（株）東芝 四日市工場�
第4製造棟�
�

三菱化学（株）四日市事業所�
四日市未来創造館�

（株）旭精機�
中部サービスセンター�

NAND型フラッシュメモリの製造�

電子機器製品の開発製造�

遺伝子解析などの�
バイオ研究受託サービス�
�
真空機器の販売・メンテナンス�
真空排気・配管の設計・製作・施工�

各種化学製品の製造等�
自動車用ポリマーの研究開発�

会　社　名� 事業内容� 立地年� 立地面積� 従業員数�

平成12年�

平成16年�

�

平成18年�

1.8ha�

0.4ha�

�

0.4ha

40名�

30名�

3,400名�

17名�

1,120名�
123名�

産業DATA

　庁内横断的意思決定組織として、「産業経済活性化推進本部（本部長：市長）」を設置し、誘致にかかる迅
速な判断と効果的なトップセールスを実施するとともに、立地にいたる行政手続き等の円滑化を図っている。ま
た、必要に応じて関係部局で構成するプロジェクトチームを設置し、企業支援に努めている。（直近では、平成
18年に半導体新規設備投資の支援のために設置。）�
　なお、立地企業へのフォローアップは工業振興課が一括窓口として対応している。�

企業立地推進体制�

産業団地�
四日市機械金属工業団地�

保々工業団地�

天カ須賀工業団地�

四日市南部工業団地�

あがた栄工業団地�

四日市ハイテク工業団地�

鈴鹿山麓リサーチパーク�

四日市食品加工工業団地�

南小松工業団地�

14.6ha�

31.9ha�

23.4ha�

31.7ha�

8.4ha�

59.9ha�

21.0ha�

11.7ha�

6.9ha

18社（分譲済み）�

  4社（分譲済み）�

18社（分譲済み）�

  5社（分譲済み）�

13社（分譲済み）�

  4社（分譲済み）�

  9社（分譲中）�

12社（分譲済み）�

  6社（分譲中）�

（団地名）�

�

（規模）�

� �

（分譲実績）�

　当社では、世界市場におけるNAND型フラッシュメモリの

急激な需要拡大に伴い、平成17年度に新たな製造工場の

建設地選定を開始しました。�

　いくつかの候補地が挙げられる中、四日市市からの積極

的な誘致によって、四日市工場での第4工場建設を決定し、

平成18年から平成19年にかけて、新工場を建設しました。�

　事業環境の変動が激しい半導体事業にあって、リードタイ

ムの短縮は至上命題。これは新工場建設においても例外ではなく、建設地の確保とそれらに付随す

る行政手続きの迅速化は、企業にとって最重要課題の一つです。�

　四日市市にあっては、スピーディーな行政手続きに加え、県やその他行政機関との連携、周辺イン

フラの整備などでも積極的に対応され、工場誘致のコーディネーターとして、ご尽力いただきました。�

　そして、様々な方面から協力をいただき、平成19年9月に第4製造工場が竣工いたしました。�

　四日市市の皆様とは、引き続き密なる情報交換・連携を図り、これまで以上に良好な関係を構築で

きるよう、努力していきたいと考えています。�

　三菱化学（株）四日市事業所では、平成13年のエチレンプラン

ト停止以降、停止プラント遊休地の外部企業を含めた利用促進や、

開発研究従事者が多いという特徴を生かした技術開発型事業所

を目指した取組をしています。�

　具体的には、誘致利用促進に関しては四日市のエコタウン構

想と協働し、リサイクル企業の誘致を行い、技術開発促進では四

日市市民間研究所立地奨励金等の補助金制度を活用させてい

ただき、社内各場所に点在していた研究開発部隊の集結のため、顧客と共同で開発を行うカスタマーラボを

含めた新研究棟（弊社では「四日市未来創造館」と呼称。）を設置しました。�

　これらは我々の取組と市の施策が合致し，大きな成果を出せたものと考えています。�

　今後も四日市市と協調し、地域活性化の観点にも沿った取組を図って行きたいと考えています。�

�

三
重
県
四
日
市
市�

INFRA
STRUCTURE

FOLLOW UP

ASSIST

工業統計等関連データ�
【製造品出荷額（百万円）の推移】�

2,800,000�

2,600,000�

2,400,000�

2,200,000�

2,000,000�

1,800,000�

1,600,000�

1,400,000

20�

15�

10�

5�

0

【立地件数（件）の推移】� 【付加価値額（百万円）】�
620,000�

600,000�

580,000�

560,000�

540,000�

520,000�

500,000

�

【従業者数（人）の推移】�

32,000�

31,500�

31,000�

30,500�

30,000�

29,500�

29,000�

28,500�

28,000�

27,500�

27,000�

�

LEADERSHIP

平成14 平成15 平成16 平成17 平成18 平成14 平成15 平成16 平成17 平成18

平成14 平成15 平成16 平成17 平成18平成14 平成15 平成16 平成17 平成18

企
業
立
地
に
頑
張
る
市
町
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平成  4年�
平成18年�

昭和27年�
平成19年�

31.2ha�
3.6ha

229.0ha�
0.6ha

三菱化学株式会社�
四日市事業所�
企画管理部長�

池田 滋氏�
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京都府�

岐阜県�

愛知県�

伊勢湾�

滋賀県�

奈良県�

和歌山県�

三重県重県�
三重県�

三重県尾鷲市�
　http：//www.city.owase.mie.jp/

　天気予報の世界では「尾鷲」という地名は有名ですが、産業面では、長年低迷が続いていました。8年

前の市長就任時に、当地を全国に通用する「地域資源を活かしたオンリーワン自治体」とすることを目指

して取り組む事業として選んだのが、「海洋深層水事業」と「世界遺産熊野古道の活用」です。�

　海洋深層水事業については、この地域資源を活用して新産業を創造することを目的としており、現在、

幸いにも2社の企業誘致につながっています。これからも研究開発への支援を行うことを通じて、医薬品

関連など世界に通用するような企業の立地にもつなげられるよう頑張ってまいります。�

　今回20選に選定されたことについては、企業誘致先へのPR活動の場など広く活用させていただきた

いと思います。�

尾鷲市長 伊藤 允久氏�

首長�
のコメント�

廃校利用の認可をわずか3カ月で実現�

利用する水の量に応じて減免措置を実施�

取
組
の
内
容�

海洋深層水を活用する企業2社の誘致を実現�取
組
の
内
容�

●三重県尾鷲市�
　尾鷲市は三重県南部、東紀州地域の
中央に位置し、温暖多雨の気候と黒潮に
よって古くから自然の恵みを受け、林業、漁
業が栄えてきた。とくに尾鷲ヒノキは、強靱
で良質な材木として全国的に知られている。
9つの漁港を中心に近海・遠洋・沿岸漁業
も盛んで、近年は「つくり育てる漁業」とし
てマダイの生産量も全国で上位を占めるよ
うになっている。名古屋駅までは鉄道で約
2時間20分。平成18年の製品出荷額は
前年比42.4％増の約107億円。面積は
193.16km2、人口約2万2,000人。�

海洋深層水推進室がワンストップで迅速に対応�

　海洋深層水活用型企業に対しては、パイプラインなどにより海洋深層水を安価で提供するとともに、利用

する水量に応じて最大で50％の減免措置も実施している。

　また、国や県の支援制度とも連携し、半島振興法による固定資産税の3カ年不均一課税（0.14／100）、厚生

労働省の地域指定に伴う地域雇用促進特別奨励金（最大750万円×3年）、県の地域資源活用型産業等立地

促進補助金による建物・設備投資額の15％補助（最大10億円）などの資金面での助成事業を行っている。

　立地企業の許認可手続きについては海洋深層水推進室が窓口となり、深層水活用型工業団地整備にお

ける農地転用手続きや、工場施設整備における環境基準との調整手続きなどを進めるに際し、関係各部署

との連絡・調整などを迅速に行っている。三重県及び国の関係省庁との折衝なども実施し、近隣住民とのパ

イプ役や従業員確保などの面でも海洋深層水推進室が全面的にバックアップしている。

　また平成19年度からは企業立地促進法に基づき、尾鷲地域産業活性化協議会を立ち上げ、基本計画の

同意を受けた。さらにこれまで取り組んできた海洋深層水を核とした企業誘致をはじめ、漁業、林業、農業と

いった分野についても中部地域活性化対策局長会議のメンバーの連携支援を受けながら、尾鷲地域産業

活性化協議会で企業誘致、人材育成、雇用の増大・確保、定住促進などを図っている。

　立地企業の人材確保については、経済産業省の地域企業立地促進等事業及び厚生労働省の地域雇用

促進法に基づく雇用創造事業を実施することでサポートしている。またハローワークと一体となった企業説明

会も毎年、市庁舎や商工会議所などで行っている。

　海洋深層水活用型工業団地の整備については三重県の協力も得て、

取水施設のアクアステーションから市内名柄町まで海底送水管を3.5km

敷設し、日量480トンの送水能力を確保している。この海洋深層水を活用

する企業の立地に際しては可能な限り要望に沿うよう努力している。

　一例をあげれば、三重県伊賀市に本部のあるもくもくファームが母体と

なって設立されたおわせ深層水しお学舎（株）に対しては、塩づくりの体験

学習ができる施設をつくりたいという要望に応え、古江集落の休校になっ

ていた元小学校の校舎を有効活用できるよう各方面との調整を行った。

　この学校施設を民間企業に貸与する際の行政手続きでは、地元住民の理解も得て、直ちに議会において

廃校手続（廃止条例）をとることで、3か月以内での許認可を実現させた。

　尾鷲市の産業政策は長年、漁業・林業と中部電力（株）の火力発電所に大きく依存するものであった。し

かし平成12年に就任した伊藤允久市長はそうした産業政策を転換し、新事業創出による地域活性化策を打

ち出した。その新事業の核として選ばれたのは海洋深層水利用事業である。海洋深層水は低温安定性、富

栄養性、清浄性などの特性を持つ。その特性は、食品のほかに土壌改良などの農業関連事業、養殖などの

水産関連事業、化粧品や衣料品関連事業などに活用できると見込まれている。自然の恵みを活かした新事

業としてその海洋深層水を尾鷲市三木埼沖から取水し、活用することにしたのである。

　この施策を推進するため、市の新産業創造課に海洋深層水推進室を開設。さまざまな調査研究とともに

試験取水を行い、三重大学・県とも協力して利活用研究を進めながら市内外約150の事業者に試作用無料

分水を実施した。

　一方で市は、海洋深層水を活用する企業を誘致するため、国の各省庁、三重県の企業立地室をはじめ市

内外の商工会議所、金融機関などに対して市長を中心に協力を要請した。これらの各機関、団体や企業など

から様々な情報提供や支援を受け、立地の可能性がある企業を市長も訪問して交渉や検討を繰り返した。

　当初は、大口の需要先開拓が進まずに難航したものの、深層水ミネラ

ルウォーター工場の尾鷲名水（株）の立地が決定して需要の確保ができ

たことから取水事業の事業化を決断。平成16～17年度にかけて水産庁

の漁港高度利用促進対策事業を活用し、海洋深層水取水施設の「アク

アステーション」を市内に整備して、平成18年4月から本格取水を開始し

た。同時期には、三重県の支援も受ける形で市内名柄町にオーダーメイ

ドタイプの海洋深層水活用型工業団地も整備した。

　さらに、三重県農水商工部窓口からの紹介で、深層水自然塩を製造

するとともに体験交流施設を運営する、おわせ深層水しお学舎（株）の

誘致にも成功している。
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市�

海洋深層水活用事業の創造による企業誘致を実現、�
そして立地企業を全面的にバックアップ�
�

FOLLOW UP

FOLLOW UP
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LEADERSHIP

ONE-STOP

ONE-STOP
ASSIST

ASSIST

尾鷲市�

熊野市�

紀北町�
�

尾鷲市�
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三重県尾鷲市�

尾鷲名水（株）�
総括部部長 濱田 浩氏�

企業�
のコメント�

尾鷲物産（株）�
工場長 堀口 哲明氏�

企業�
のコメント�

おわせ深層水�
しお学舎（株）�

代表取締役 竹内 健氏�

企業�
のコメント�

立地企業の実績�

尾鷲物産（株）�

三紀産業（株）�

三和水産（株）�

尾鷲名水（株）�

おわせ深層水しお学舎（株）�

水産物加工生産・販売�

食品製造・販売と飲食店経営�

水産物の加工販売�

海洋飲料水の製造�

会　社　名� 事業内容� 立地年� 立地面積� 従業員数�

昭和49年�

昭和51年�

平成  6年�

平成18年�

平成19年�

0.2ha�

0.4ha�

0.05ha�

1.0ha�

0.3ha

134名�

55名�

9名�

35名�

14名�

産業DATA

　新産業創造課の海洋深層水推進室及び商工観光開発係に所属する４名全員が兼務で企業立地を担
当している。その他、別室として「まちなかプロデュースセンター」があり、ここに所属する２名も海洋深層水事
業のＰＲを手伝っている。�

企業立地推進体制�

産業団地�

名柄地区海洋深層水活用型工業団地�

（団地名）�

1.5ha

（規模）�

1社（分譲済み）�

（分譲実績）�

　以前から海洋深層水を原料にした飲料の製造を考えていて、当
初は沖縄への工場立地を検討していました。しかし尾鷲市が市長
のトップダウンで深層水を核にした事業創造を推進し、企業を誘致
していると知り、話を聞くと大変熱心で、深層水の取水施設も開設
したということでした。これなら当社の製品の主たる原料になると判
断して、当地に工場を立地しました。�
　市は総合計画のなかで平成12年頃から海洋深層水をテーマに
新事業を熱心に追いかけてきたというだけあって、担当部局の方た

ちは知識も豊富で、当社の誘致にも誠意と熱意を感じました。工場の建設に際しては、オーダーメイド型の用
地確保に取り組んでいただき、農地転用などの手続きも大変スムースに進めていただきました。工場用地は
主要道路に面しているので、道路などのインフラ整備はとくに必要ありませんでした。�
　工場の立ち上げに際しては三重県企業立地室の絶大なる理解と支援をいただきました。県のネットワーク
で顧客も紹介してもらい、県庁の売店などにも商品を置かせていただいています。県と市が一体となった優遇
制度も活用することができ、非常に満足しています。今後は事業の拡大に伴い、1人でも多くの雇用創出に
向けた取組をしていきたいと考えています。�

　当社は海外も含めてブリやマグロ、サーモンなどを養殖業者などから調達
し、加工して全国に販売しています。黒潮おどる太平洋、吉野熊野国立公
園を背にして海と山と太陽の自然が織りなす紀州絶景の素晴らしい環境が
あったため、当地に立地しました。�
　これまでどちらかといえば当社は行政に頼らない事業をしてきました。しか
し近年、業績が伸び悩んでいます。そうした中で尾鷲市が海洋深層水の事
業を柱に地域の活性化を図り、特産品開発塾も開設したため、当社もその
メンバーに加わり、新商品開発に結び付けたいと考えています。今後も市の
取組には大きな期待をしています。�

　海洋深層水の取水施設が尾鷲市にあるということで、その原水を使う
事業を計画したのが始まりでした。市に廃校になった小学校があると聞
いて、是非それを活用して工場を再生し、地域活性化の起爆剤にしたい
と考えて立地しました。�
　民間企業が廃校を使うということで、当初は手続きに相当時間がかか
ると予想していました。ところが市が県とも連携して、学校の校舎はその
まま残すことを条件に土地のみ賃貸するという仕組みを採用したため思
いがけないほど早く認可が下り、わずか3カ月で立地にこぎつけることがで
きました。�

　優遇措置としては、県から4000万円、市から2000万円の補助金が交付されました。人材育成面でも市がい
ろいろなプログラムを実施してくれて非常に助かっています。海洋深層水をテーマにして特産品開発塾を市が
創設し、当社もそこに参加して研究開発に取り組んでいます。この塾ではいろいろな問題点についても議論で
きる体制が整っていて、大変役立っています。市の担当者は定期的に当社を訪問してくれて、当社の事業につ
いて熱心に勉強しています。そういうところも含めて市の姿勢には共感できますし、感謝しています。�
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塩の製造、�
塩づくりの体験学習施設の運営　�

【製造品出荷額（百万円）の推移】�
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福井県�

滋賀県�

奈良県�

三重県�
大阪府�

兵庫県�

京都府�

京丹後市�

京都府京丹後市�
　http：//www.city.kyotango.kyoto.jp/tango/appmanager/kyotango/citizen

　山間地である当市は、企業立地にはハンディが大きいのは否定のしようがない事実です。しかし、

そのような中でも体系的な取組をし、そのための基盤づくりを行っているということを今回評価してい

ただいたと思っております。「場づくり」、「人づくり」、「機能づくり」という基本的な考え方に基づき

積み上げてきた取組を背景に、ハンディを克服すると同時に、それによって我々の強みである「環境・

健康・癒し」などの地域資源を活かした新しい産業づくりにも本格的に一層貢献することにつなが

る日本の中でも面白いポジションを占めるものづくり地域といわれるような地域を確立し、人口定着

と交流人口拡大を目指していきたいと考えております。�

京丹後市長 中山 泰氏�

首長�
のコメント�

将来を見越した場所を選定、�
セミオーダー方式で団地造成、90％の応募を獲得�

「生の声」を大切にした迅速・親身なフォローを実現�

取
組
の
内
容�

「不利な立地条件下での本格的企業立地のモデルケース」を目指す�取
組
の
内
容�

●京都府京丹後市�
　京都府の北部、丹後半島に位置する京
丹後市は、平成16年4月、6つの町の合併
よって誕生した。旧3町は海に、残りは内陸
に面している。古くからものづくりの地とし
て知られてきたが、交通インフラが未整備
のため、京阪神地区まで片道2時間半とい
うハンディをもつ。製造品出荷額は752億
円（平成18年）。人口・約6万3,000人、面
積は501.84km2。�

地元の要望と産学連携を重視、�
人材育成拠点の整備と経営・技術の両面から人材を育成�

　「アンケートよりも生の声」を原則に、平成18年度は約100社、平成19年度も2月までで既に約60社の企業訪

問を実施、企業の要望の把握と情報の交換・提供を行っている。さらに立地後に出てくるさまざまな課題や問題

については、電話一本ですぐに企業を訪問し、協議できる体制を整えている。相談の対象も限定はなし。交差点

のカーブミラーから、工場や施設の増設に関することまで幅広く対応している。とりわけ生産拡大のための工場増

設などの追加設備投資については、市の優遇制度の案内はもちろんのこと、市以外の支援制度や融資制度の

紹介も行っている。また、企業の希望があれば、当該制度の運用先への打診、資金調達や返済シミュレーション

等のアドバイスを行うほか、知的資産経営報告書の作成支援により、日本初の流通販売業分野での同報告書の

作成・公表企業を創出した。さらに、経営・技術相談会の開催等どんな問題にも真摯に対応している。

　労働人口が減少している同市では、機械金属加工事業者による組合からの要請もあり、人材育成を重点

施策の柱の一つとしている。同市では人材育成拠点「丹後ものづくり産業パーク（仮称）」の整備とあわせて、

平成17年度から地域提案型雇用創造事業（厚生労働省委託事業）の認定を受け、二つの事業を開始した。

その一つは、機械金属業に特化した「ものづくりの達人養成事業」で、講座の修了者の大半は地元の機械

金属企業に就職しており、企業から即戦力の人材として高く評価されている。もう一つの「仕事づくりの鉄人

育成事業」は、事業主や後継者を対象とした実践的な経営講座と新製品・新事業開発のための「丹後もの

づくり塾」からなる。また同市は国立大学法人京都工芸繊維大学と包括協定を締結、施設の整備を行った

上で無償で提供し、同大学の京丹後キャンパスを誘致した。同センターではすでに同大の教授による地元企

業の訪問も10社以上実施しており、産学公連携拠点となっているほか、地元企業の経営支援や人材育成、

インターンシップ事業などで中心的な役割を果たしている。

　京丹後市では限られた財源を効率的に産業の育成に集中するメリハリのある施策を行っている。平成21

年度の分譲開始をめざす市内最大規模の工業団地・森本工業団地の整備もその一つだ。工場用地面積約

8haを有するこの工業団地の造成地は、平成20年代の半ばに設置される「鳥取豊岡宮津自動車道（仮称）

大宮森本IC」の付近。将来を見越し、物流を意識したものとなっている。また、場所選定に当たっては市外企

業も含めて約70社を訪問して要望をヒアリングしたほか、造成設計にはセミオーダー方式を採用し、立地希

望企業の指摘を活かしながら造成を進めている。平成19年7月の第1次募集で、大阪に本社をもつ一社を含

めすでに90％が内定。2次募集は、市外企業の誘致も念頭におきながら準備を行っている。

　京丹後市の誕生から4年、同市は「新・丹後王国の創造」に向けて中山泰市長のリーダーシップのもと、

全庁をあげて企業誘致活動に取り組んでいる。「新」と銘打ったことには理由がある。同市は、日本最古の

水晶ガラス工場や製鉄コンビナートの発祥の地と言われており、江戸時代

から絹織物業が、戦後には機械金属加工業が集積を見せたものづくりの

地であるからである。だが、和服の衰退とともに絹織物業を中心とした繊

維産業は落ち込み、機械金属加工業の増額も落ち込みをカバーするには

至っていない。加えて、同市は交通の便が悪く、主要な取引先がある京阪

神地区まで片道2時間半以上もかかってしまうという悪条件がある。こうし

た不利をはねのけ、本格的な企業誘致を推進するため、同市は誘致のた

めの基盤整備を体系的に行いながら、独自の魅力をもつまちづくりをめざしている。

　中山市長は、地勢的に域外からの誘致はハンディが多いとの判断から、域内企業の育成・高度化も重視、

財源を産業の育成に集中するという明確な姿勢を打ち出している。その施策のコアは、「場」「人｣「機能」

をつくることである。まず「場づくり」では、誘致や立地の成長を支えるための工業団地の整備、道路整備促

進や空港への東京直行便の誘致活動を推進。併せて企業立地促進法に基づく産業集積のための「基本

計画」の同意やバイオマスタウンのような各種地域指定を受けることで、市全体を誘致・立地促進地域とし

ている。事実、平成19年10月に、近畿では初めて経済産業大臣から「基本計画」の同意を受けている。

　「人づくり」では、経営・技術両面での人材の育成と拡充をめざし、市誕生後、「ものづくりの達人養成事

業」等、数々の事業をスタートさせてきた。また「機能づくり」では、大学キャンパスの誘致、農工商観の四位

一体の産業連携の推進、東大阪など先進的な集積地との積極的な交流の推進による取引環境の整備推進、

出身者との連携などを積極的に進めている。「都会から離れた田舎の地域が、ものづくり企業の誘致を本

格的にスタートするときのモデルケースになりたい」。中山市長と京丹後市の職員は、この熱い思いを胸に日々 、

活動を展開しているのである。
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立地条件のハンディを克服し、強みも活かした面白いものづくり地域へ�
企業立地促進法を活用し、場・人・機能づくりで産業の育成に集中�
�
�
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京都府京丹後市�

京丹TSK（株）�
専務取締役�

吉原 信夫氏�

企業�
のコメント�

増錬工業（株）�
代表取締役 増田 晋氏�

企業�
のコメント�

京都プラス精機（株）�
管理部部長�

小石原 敏治氏�

企業�
のコメント�

立地企業の実績�

増錬工業（株）�

（株）韋城製作所�

京丹TSK（株）�

（株）紫野和久傳�

機械金属加工�

機械金属加工�

金属製品製造�

食料品製造�

会　社　名� 事業内容� 立地年� 立地面積� 従業員数�

平成15年�

平成16年�

平成17年�

平成19年�

0.2ha�

0.2ha�

0.2ha�

2.7ha

9名�

11名�

23名�

55名�

産業DATA

　課長以下9名の商工振興課のうち3名が企業立地担当。「部局間の垣根を低くして仕事をするように」と
の市長の指示により、部局間を横断するプロジェクトチームが組織され（定住促進対策、新交通体系構築、
魅力創造等の各部署で延５１名）、定期的な会議で議論を行っている。�

企業立地推進体制�

産業団地�

赤坂工業団地�

清水工業団地�

大山工業団地�

永留工業団地�

谷工業団地�

（団地名）�

6.2ha�

2.8ha�

2.9ha�

4.1ha�

6.5ha

（規模）�

7社（分譲済み）�

1社（分譲済み）�

9社（分譲済み）�

1社（分譲済み）�

5社（分譲済み）�

（分譲実績）�

　当社は、（株）ハイレックス・コーポレーション・但馬テイエスケ

イ（株）・（株）峰山メッキなどの共同出資により設立された企業

です。故郷で新事業を成功させたいという地元出身の出資企業

経営者の強い思いと、各社の技術サポートを行う上での利便性

を考え、京丹後市での立地を決めました。当社は近畿初の六価

クロムを使用しない「クロムフリー」専門の亜鉛メッキ加工工場

ですから、公共下水道が整備されていたことも決め手になりました。

京丹後市には工業団地の入居や優遇制度の適用など、きめ細

かくサポートしていただき、非常にありがたく思っています。市の取組には満足ですが、やはり京阪神地区へ

のアクセスには厳しいものがあります。市をはじめみんなが熱望している道路整備を一日も早く実現してほし

いと願っています。�

　当社の売上の多くは、地元取引先に納入する自動車部品が占めています。この大事な納入先が近いこ

と、工業団地が拡張・整備され、まとまった用地が確保できることが京丹後市に決めた理由ですね。旧峰山

町で操業していたときから工業団地の造成を要望していたので、オーダー

メイドで対処いただけたことも当社のような規模の企業には大変ありが

たいことでした。町村合併後も当時の担当者が引き続いて窓口になっ

てくれていますので、当社も相談しやすく、また親身なフォローが受けられ

ます。もう一つ立地のプラス効果を実感しているのは、人材の採用です。

仕事づくりの鉄人育成事業の成果として地元からの即戦力2名の採用

をすんなり決めることができました。�

　当社の社長は地元の網野町の出身で、京都の企業に勤めたのち、精

密プラスチック成形加工事業を同町で創業しました。労働力が確保でき

ること、地元での人的支援が得られることでの地元創業でした。24時間

操業しても近隣にご迷惑をかけないようにと、規模の拡大を契機にインフ

ラが整備されている赤坂工業団地に移転したわけです。創業時もそうで

したが、赤坂工業団地への移転に際しても市の担当者には大変お世話

になりました。なかでも、利子補給や半島振興法による固定資産税の減

免の適用、電源過疎促進事業における補助金など、各種の助成措置を活用できたことは大変助かりました。市

の窓口も一本化されており、問い合わせや依頼事項については、迅速に対処していただき、降雪時の除雪・工

場建設時の駐車場の確保など、配慮がよく行き届いていますね。また京都工芸繊維大学との産学連携も、当

社にとってよい励みになります。�
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【製造品出荷額（百万円）の推移】�
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【立地件数（件）の推移】� 【輸送用機器の製造品出荷額等（万円）】�
2,700,000�
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�

【従業者数（人）の推移】�
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大阪府�

奈良県�

三重県�

和歌山県�

橋本市�

和歌山県橋本市�

熱意を語る市長が自ら「飛び込み営業」�
知恵を絞った用地開発で企業立地を成功に導く�
�

　http：/ /www.ci ty .hashimoto.wakayama. jp /

　経済産業大臣から表彰を受け、和歌山県知事から祝福をいただき、光栄であり、恐縮しています。

橋本市は企業誘致を始めたばかりだと思っています。トップセールスをはじめとして、担当者が大阪へ

出向くなど、「熱意」をもって取り組んでいることが評価されたと思います。�

　受賞できたことを、企業に対して胸をはってＰＲすることによって、企業からも評価していただけると考

えています。今後、口コミによるＰＲも考えられます。そのためには、より一層しっかりした企業誘致体制

を築くことが必要であると思っています。�

　企業誘致のポイントは「熱意」です。現在、中小企業を中心に訪問していますが、真夏にタオルで

汗を拭きながら説明していると、相手も同情して、すぐ計画がない場合でもよく話を聞いてもらえます。�

橋本市長 木下 善之氏�

首長�
のコメント�

取
組
の
内
容�

企業に熱意が熱く伝わる、市長の飛び込みセールス�取
組
の
内
容�

●和歌山県橋本市�
　和歌山県の北東部、紀伊半島のほぼ中
央に位置する。豊かな水と温暖な気候に恵
まれ、柿や巨峰、鶏卵など農産物の生産が
盛ん。県の伝統工芸品第一号に指定され
たへら竿、明治時代の綿ネル製造に始まる
パイル織物、シールメリヤスなど地場産業は
全国屈指。北は大阪府、東は奈良県に接し、
京阪神エリアへの交通は便利。昨年開通
した五條市までの道路につづき、大和・御
所道路が開通すると東海地方へのアクセ
スも大幅に向上する。製造品出荷額は291
億円（平成18年）。人口約7万人、面積は
130.24km2。�

「三位一体」のアイデアで、未利用地の新たな整備手法を開発�

　橋本市では、市と和歌山県、都市再生機構による「三者協議会」を設立し、

年に数回協議会を開催し、情報交換を行っている。また、事務レベルによる

ワーキングを毎月実施、誘致活動の状況を共有している。こうした活動の中

から生まれたのが、都市再生機構が保有する未整備地を県が借り上げて早

急に造成を行い、分譲できた段階で県と都市再生機構それぞれにかかった

経費を支払うという手法を生み出し、三位一体による用地提供・企業誘致体

制を作り上げている。これにより大ロットの用地の確保が可能になるなど、未

利用地の新たな整備手法として注目されている。

和
歌
山
県
橋
本
市�

LEADERSHIP

優遇制度を全面改正、期間と限度額を大幅アップ�

　橋本市では昨今の景気動向や企業立地動向を分析し、この数年が企業誘致のチャンスと捉え、従来の優遇

制度を全面改正。交付期間を3年間から10年間に延長、限度額を1500万円から50億円に大幅アップなど、地方

自治体ではトップクラスの優遇策を実施している。具体的には、企業立地促進奨励金の見直しである。

企業立地促進奨励金

　投下・増加固定資産総額5000万円以上、かつ、新規地元雇用5人以上

固定資産相当額（土地を含む）の60/100　10年間・限度額4億円

　投下・増加固定資産総額50億円以上、かつ、新規地元雇用25人以上　同60/100　10年間・限度額8億円

　投下・増加固定資産総額100億円以上、かつ、新規地元雇用50人以上　同70/100　10年間・限度額50億円

　また、橋本市には大滝ダムを水源とする豊かな水があるため、大量に水を使用する企業をターゲットに、このよ

うな奨励金制度に加えて、水使用に関する助成措置も検討している。

LEADERSHIP

NETWORK

ASSIST

NETWORK

ASSIST

　企業誘致の切り札として、トップセールスをあげる市町村は多い。市長や町長は、自治体や住民の期待を

担い、地域活性化のための最重要課題として惜しみない努力を続けている。だが、木下善之市長の取組は、

その中でもひときわ異彩を放っている。

　木下市長は、これまで大阪のベッドタウンとしてまちづくりを進めてきたが、近年は大阪への回帰が起きて

おり人口増加が見込まれなくなってきたと判断し、これからは、住民の定住を図るために雇用の場を確保して

孫の代まで住みやすいまちづくりを実践することを基本施策と定めた。その具体的方策として、企業誘致を

最重要テーマと位置づけた。橋本市は豊富な水、安価な土地、交通インフラ、市場の近接性、都市機能があ

り、企業誘致を行う条件が整っていると確信し、必ずや成功するとの決意で臨んだ。企業誘致の活動手法

も分からないまま、当てのある企業もない状況にもかかわらず、「と

にかく大阪や東京の企業に行ってみようか」という発想から、市

長の飛び込みセールスは始まった。今では市内企業や金融機関、

県や市の関係者、さらには民間調査会社からの企業情報をもと

にアポイントを取り、企業訪問を行っているが、企業誘致活動を

始めたばかりの平成17年8月、大阪や東京の中小企業が集中し

ている地区を探して「ここら辺の企業を回ろう」と決めてアポイン

トなしで1日10社近く訪問した。その後は月1～2回のペースで行い、

現在まで百数十社の企業を訪問している。また、橋本市といっても周辺であれば知られているが、少し離れ

た地域だと「橋本市から来ました。」と言っても分かってくれない。ある訪問先企業では「市長は間に合って

います。」と言われたエピソードがある。市長の訪問スタイルは真夏に汗だくになりながら工場地帯を回り、タ

オルで汗を拭きながら説明し、真冬の雪の降る中で寒さに耐えながら訪問するなど「熱意」を態度で示すこ

とが重要であるとの認識から実行している。さらに橋本市の所在地から始まり、工業用地はもちろん交通イ

ンフラ、住環境、教育施設、特産品まで市長の「手作り写真集」を見せて「熱意」をもって説明する。この「手

作り写真集」がパンフレットにない温かみを感じさせ、「熱意」が伝わる。市長のこの姿勢は全庁に浸透、企

業誘致室では4名の職員が分担して、毎日のように企業を訪問している。立地が有望と思われる企業から「宿

題」をいただき、すぐに「回答」することを何度も繰り返し行うことで「熱意」が伝わり、現地視察へと誘導し

ている。誘致体制は決して大きな組織体制ではないが、営業トークとフットワークの軽さは県内一と自負して

いる。これは今でも議会中を除き市長スケジュールに企業訪問を入れるよう市長から指示があるため担当者

が「しんどい」と思ってもついて行かざるを得ない雰囲気となっている。

　また、企業の要望があれば関係部署に確実に取り次ぐ、立地案件が具体的に進行してきたら誘致担当者

が立地企業の担当者や施工業者と一緒に各部門を回って調整するなど、ワンストップのきめ細かい活動を行っ

ている。

橋本市�

紀美野町�

紀の川市�

かつらぎ町�
九度山町�

高野町�
�
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和歌山県橋本市�

アトラック（株）�
工場長 高森 松寿氏�

企業�
のコメント�

原田織物（株）�
代表取締役 原田 壮平氏�

企業�
のコメント�

青野パイル（株）�
代表取締役社長�

青野 守吉氏�

企業�
のコメント�

立地企業の実績�

大和化成（株）�

原田織物（株）�

アトラック（株）�

産業用表面保護テープ製造�

織物製造�

粘着加工・ドライラミネート加工�

会　社　名� 事業内容� 立地年� 立地面積� 従業員数�

平成17年�

平成19年�

平成19年�

0.2ha�

0.5ha�

0.2ha

14名�

61名�

20名�

産業DATA

　市長は、企業誘致を市政の最重要施策の一つとしてとらえ、企業誘致を専門に行う部署として企画部企業
誘致室を設置し、企業誘致専任で4名を配置している。�
　また、市内企業・金融機関・国県市の関係議員・職員に企業情報の提供を要請し、自らも積極的に企業情
報を収集している。�
　昨年は、東京での企業情報を収集するネットワークを構築することを目的に、在京及び在京近県で活躍して
いる本市出身者を対象に「東京橋本会」を発足させ、会員と連絡を密にし、ふるさとである橋本との交流も目的
としつつ、企業情報の収集を行っている。�
�

企業立地推進体制�

産業団地�

紀北橋本エコヒルズ�
南海・林間田園都市「小峰台」�

紀北橋本エコヒルズ�
都市再生機構橋本隅田地区�

（団地名）�

18.3ha�

�

54.9ha

9区画（分譲中）�

�

11区画（分譲中）�

（規模）� （分譲実績）�

　橋本市は京阪神への交通の便がよく、工場を設立することにより

当社新規製品の生産拡大が可能になると判断しました。また、大阪

府大東市にある本社まではクルマで一時間半の距離ですから、打ち

合わせや会議のときの利便性も魅力でした。橋本市の企業誘致に

対する取組は実に熱心で、当社で申請業務の根回しを疎かにしてい

た部分までフォローしていただき、許認可手続きもスムーズに進めら

れました。工場設置に伴う雇用もハローワーク等へのご紹介など、率

先してバックアップしてもらっています。また、地域に密着した企業経営を目指している当社に対し、地域住民

との交流の場であるお祭りや運動会への参画にご支援いただきました。当社が発展し、企業立地の良い成

功事例となるよう頑張っていきます。�

　他の地域からも企業誘致のお誘いを受けましたが、最終的に地場

の織物産業の盛んな橋本市神野々地区に決めました。ものづくりに

力を注いでいると、税務関連や各種届け出などは、煩雑にも、また面

倒にも感じられます。そんな時に市の担当職員の方に相談にのって

いただき大変助かりました。また、企業は一日も早く許認可がほしい、

早く稼働させたいと思っているものです。各部署に同行し、調整して

もらえたことで許認可もスムーズに進んだように思います。特別な案

件がなくても企業誘致室の職員はよく訪問してくれること、企業立地に関する情報や橋本市政の動きを教え

てくれることも、企業にとっては嬉しいことです。�

　当社が事業所を置いている市内高野口町は、パイル特殊織物で全国シェ

アの95％を占めています。当社もまもなく創業30年を迎えるので、工場の

増設を検討しているところ。土地の買収にも目途がついてきています。具

体化の時期は未定ですが、橋本市企業誘致室の職員にときどき訪問して

いただき、優遇制度や許認可手続きなどの説明を受けることができました。

おかげで増築構想が固まりつつあり、感謝しています。また、橋本市のパイ

ル織物技術育成支援制度は、人材の確保や育成に役立っています。今後とも適切なアドバイスや支援を是

非お願いしたいですね。�
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【製造品出荷額（百万円）の推移】�
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【立地件数（件）の推移】� 【金属の製造品出荷額（万円）】�
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【従業者数（人）の推移】�
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工業統計等関連データ�

平成14 平成15 平成16 平成17 平成18 平成14 平成15 平成16 平成17 平成18

平成14 平成15 平成16 平成17平成14 平成15 平成16 平成17 平成18
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香川県�

鳥取県�

兵庫県�

広島県�

岡山県�

倉敷市�

岡山県倉敷市�

タイムリーな投資を可能にする環境整備、�
手厚い支援と迅速な対応で立地企業を支える�

　http：/ /www.ci ty .kurashik i .okayama. jp /

　市長に就任以来、水島港振興室の設置や設備投資促進奨励金の創設など、「産業都市くらしき

の再生」をテーマに事業を進めてきたことが、今回このような形で評価され、大変光栄に思っています。�

　本市は観光客数が年間600万人を超える観光都市であると同時に、製造品出荷額が全国第3

位である工業都市の側面も持っています。そこで、水島コンビナートについては、インフラ整備及び

環境整備を念頭に置いた国際競争力強化を図るとともに、この貴重な地域資源を活かした産業観

光事業に力を入れています。「地域と共生する」「地域に開かれた」コンビナートとなるよう、産業が

分かりやすく理解できる、そして次世代を担う子供たちが優れた技術を体感できるような仕組みづく

りを推進していきたいと考えております。�

倉敷市長 古市 健三氏�

首長�
のコメント�

　倉敷市は、歴史的な町並みが保存された美観地区や瀬戸内海国立公園などを有する観光都市としても

有名だ。こういった美しい景観や良質な環境を維持し、安全で安心して住めるまちづくりが求められており、

産業振興においても「環境との共生」とのバランスが必要となる。

　企業の環境負荷低減・安全性の向上につながる事業については設備投資奨励補助金を積極的に適用

する等により、支援している。

　また、公害問題を経験した倉敷市にとっては、「環境との共生」、「地域との共生」という観点とバランスを

とりながら産業振興を図っていくことが重要なミッションである。したがって、水島コンビナートの競争力強化

に対する住民の理解が欠かせない。水島コンビナートに立地する企業の工場を見学することができる産業

観光事業の取組もその対策の一つだ。工場を開放することは、地域住民に企業活動の理解を深めてもらう

ことにつながり、子供たちにはものづくりの現場を見せることで教育の一環となる。企業側からすれば、自社

の活動を知ってもらうことになると同時に、子供達が優れた技術を体感することによりものづくりに対する関

心が拡がり、将来の担い手の芽を育てることにもつながっている。平成20年2月1日には、新日本石油精製や

三菱自動車工業の協力を得て、「産業観光ギャラリー」を開設し、産業観光に本格的に取り組み始めた。ま

ちづくりの一環として水島コンビナートの存在価値を高めることで、コンビナートの競争力強化につながると

期待されている。

まちづくりと一体となりコンビナートの価値向上に取り組む�

取
組
の
内
容�

タイムリーな投資を可能にした環境整備�取
組
の
内
容�

　倉敷市は、水島コンビナートの競争力強化を目的に、平成13年から県・

市と立地企業等で構成する水島工業地帯産学官懇談会において、立地

企業の操業環境の向上のための各種施策を検討している。

　その成果の一つが、県条例にもとづく環境アセスメントの手続き迅速化

である。県と市の担当者、立地企業の環境担当者等が参加し、手続にかか

る時間短縮を検討。その結果、現地調査を前倒しで行い、他の作業も一部

平行して行うことや既存調査資料の活用などにより、従来3年程度を要して

いたアセス期間を場合によっては1年半程度まで短縮することを可能とした。

　この期間短縮化の取組は、条例改正を伴うものではない。水島コンビナー

トは過去に公害の歴史を抱えていることから、規制緩和等に関しては市民

も敏感である。競争力強化のための大規模事業や連携事業が計画されつ

つある中、条例アセスの要求を満足させつつ、時期を逸しない投資環境の整備を可能にするため、基準の

引き下げ等の条例改正ではなく、手続きに要する期間を短縮することについて運用面の方策を立地企業と

ともに知恵を出し合い、手続きの迅速化を実現させた。

　この環境アセス手続き迅速化方策の運用は、立地企業である旭化成ケミカルズ（株）の発電設備新設時

に適用され、実際には1年間で手続を終えることができた。

　その他の手続についても懇談会の下部組織である部会において検討中であり、企業の操業環境の向上

のため、市、県、企業が協力して実現できるものから実現していこうとしている。特にコンビナートに立地する

企業が連携して行う事業については、企業の負担を軽減するだけでなく、環境負荷の軽減につながるような

取組を推進していけないかなど、「環境と共生したまち」を目指す倉敷市は日々奮闘している。

　また規制緩和についても、特区申請が実現したことにより、完成した自動車を積出港のモータープールま

で輸送する際、ナンバープレートを、磁石式の取り外しが容易な仮ナンバープレートで対応可能にする等の

成果も上げた。

●岡山県倉敷市�
　岡山県南部に位置する工業と観光の
都市。臨海部には日本有数の規模を誇る
水島コンビナートがあり、製造品出荷額は
約4兆7,391億円（平成18年）と全国市
町村の中でも3位に位置し、全県の約57
％を占めている。市南部の児島地区には
地場産業の繊維産業が集積しており、ジ
ーンズ、制服、作業服の出荷額は全国第
1位である。山陽新幹線などの鉄道網、山
陽自動車道などの高速道路網が整備され、
岡山空港からのアクセスもいい。人口約
48万人、面積は354.52km2。�
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企業ニーズを的確に掴むことで実現した国内マザー工場の誘致�

　古市健三市長はマニフェストの一つに「産業都市くらしきの再生」を掲げ、平成17年4月の組織改正にお

いて、水島コンビナートをはじめとする水島港背後圏産業の競争力強化を支援する部署として、経済局産業

労働部産業支援課に「水島港振興室」を新設した。同時に「商工課」を「産業振興課（商業・サービス業振

興、中小企業融資などが主業務）」と「産業支援課（企業立地促進が主業務）」に分割。市職員は年間100

名ペースで減少している中、両課は逆にこの間、職員数を14名から22名へと増やしてきた。また産業支援課

には港湾、土木などの技術職員を配置し、岡山県の関係部局とも連携できる体制を築き上げ、市長～局長

～部長～課長へのスムースなミッション伝達を実現している。特に企業誘致については市長をトップに、組織

として対応する仕組みにしている。

　こうした体制の下、企業立地の推進、水島コンビナートの競争力強化、地場産業の活性化などを柱とする

第5次総合計画を強力に推進している。とりわけ古市市長は精力的に活動しており、平成18年度には、市長

自らが、三菱自動車工業、JFEスチール、新日本石油など立地企業の東京本社を訪問し、トップとの懇談、営

業活動を行った。さらに平成18年からは、倉敷の応援団とも呼べる「東京倉敷ふるさと会」を組織し、首都圏

在住の倉敷出身者やかつて倉敷で働いた経験のある大手企業の本社社員などと活発な情報交換を行って

いる。また、コンビナートに立地する企業のトップが集まる「水島工業地帯産学官懇談会」においては、タイム

リーな企業ニーズの把握に努めている。

　企業ニーズを的確に掴むことが実を結んだ一例としては、（株）クラレの大型投資案件があげられる。水島

工業地帯産学官懇談会での意見交換から、県と連携した「立地企業競争力強化促進奨励金」の設置を決断、

それが投資額114億円、新規雇用者113名を生み出したクラレの研究開発施設を併設した国内マザー工場

の誘致に結びついたのである。
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